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市民参画及び協働によるまちづくり条例（仮称）意見交換会会議録 
 
１ 日 時  平成２１年２月２７日（金）午後１時３０分～午後４時３０分 
 
２ 場 所  奈良市 西部公民館 第１・第２会議室     
 
３ 出席者 
  【委 員】川村創委員、辻中佳奈子委員、中川幾郎委員、新川達郎委員、野崎善男委員、

室雅博委員、八坂豊委員 
（欠席 秋葉武委員、安達孝雄委員、渡邊新一委員） 

  【市職員】市民活動部長、市民活動部次長、地域活動推進課長、地域活動推進課主幹、 
市民参画課長、事務局（市民参画課）   

 
４ 次第 
  １ 開会 

２ 奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例（仮称）検討委員会委員の紹介 
３ スケジュールの説明 
４ 奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例（仮称）の説明 
５ 意見交換会（意見交換・グループ別意見発表・まとめ・質疑応答） 
６ 閉会 

   
５ 会議資料 
 奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例（仮称）素案 
 アンケート 

 
６ 条例の説明 （新川達郎委員長：同志社大学大学院総合政策科学研究科教授） 

【 条例制定の必要性 】 
・ この度、奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例の素案を当検討委員会とし

てなんとか整えることができたので、市民の皆様からご意見を頂くために、パブリ

ックコメントを２月から実施させていただいているところである。その中で今日は、

市民の皆さま方と実際に直接顔を合わせて意見交換をするという機会を設けさせて

頂いたところ、このようにたくさんの方々に参画していただき本当にありがたく思

っている。本日の開催場所や時間の設定など、いろいろ考えたところ、結果として

ウィークデーの昼間に、この西部公民館で開催させて頂くことになったが、これだ
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けでよかったのか、また、このような設定でよかったのか、いろいろご意見はあろ

うかと思うが、まずはこういう形で開催できたということに感謝している。 
・ さて、今回私どもが検討してきたこの「市民参画及び協働によるまちづくり条例」

であるが、すでにご承知のとおり、この何年かの間、奈良市においては「市民参画」

そして「協働」によるまちづくりをずっと進めてこられた。その中で協働の方針や、

そのための協働を進める計画や、市全体としてのいろんな取り組みも行ってこられ

たところである。このような参画や協働といったこれまでの実践を、より具体的に、

恒久的に奈良市の仕組みとして定着させるために、この「奈良市市民参画及び協働

によるまちづくり条例（仮称）」の制定化を考えたと、ご理解頂けるといいと思う。 
・ このようなまちづくりに関わる条例は、いわば基本的な条例であるが、今、日本全

国で３０団体ぐらいが、「まちづくり条例」あるいは、「まちづくり基本条例」とい

うものを策定しておられる。近年では、「まちづくり条例」というよりは「自治基本

条例」という形で、既に１００団体を超える自治体で策定されており、また、それ

以上のところで検討が進んでいる状況である。従って、我々が検討してきた、この

「市民参画及び協働によるまちづくり条例」について、少しご説明する必要がある

と思っている。 
・ いずれにしても、これまでの奈良市の「参画」や「協働」の実践の中で、この条例

が生まれてきたこと、そして全国的に見ても、他の自治体でも「まちづくり基本条

例」や「自治基本条例」が策定されていることから、それぞれの地方自治の根幹に

あたるところからしっかりと考え直して、自治を実現していこうという趣旨の条例

であるということを、念頭に置いて頂ければと思う。 
・ ではなぜ、この条例を制定することになったのかということである。基本にあるの

は、いろんな意味で社会経済の状況が変化し、法律や制度の面でも地方分権という

のが進んでいき、地方自治体という一番身近な市の役割が非常に大きくなってきた

ということである。その中で市政のあり方をどう考えていけばいいのか、奈良市の

将来のまちづくりをどういった方向で考えていけばいいのか、ということを具体的

に示していく必要があるだろうということである。そのために、まちづくりの方向

や、あるいは方法を明らかにしていく必要性があるということである。もちろん、

日常の行政の運営の中では、これをさらに具体的な制度や具体的な事業、施策と呼

ばれるものに落とし込まなければならないが、少なくとも、このように市を運営し

ていく上での基本的な方向付けや、そして、その中で、どんな手順で進めていくの

がいい進め方なのかなどについて、具体的に定めておこうということが、この「ま

ちづくり条例」の基本的な役割であると考えている。 
・ また、このような「まちづくり」には、行政だけでなく、一人ひとりの市民の方々、
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そして、様々な市民の活動団体の方々、さらには民間企業・事業者の方々、また、

各種行政、こういうものが参画と協働を中心にして、共にまちづくりを進める体制

をつくっていく必要があるだろうというのが、この条例を、敢えて制定しようとい

う二つ目の大きな理由でもある。 
・ 三つ目の重要なポイントは、このような参画や協働によるまちづくりは、こうした

お題目だけではなく実際に推進できるような、現実に、いろいろな主体がお互いに

努力して、連携協力してまちづくりに取り組めるような、そういう実際に効果のあ

るまちづくりの進め方というのを出していかなければならない。また、そうするこ

とが市民の責務でもあり、行政の責務でもあるということを明確にしていこうとい

うことが、この条例の三つ目の重要な論点である。 
・ もちろん、この条例の中では、参画や協働をどういう場面で、どのように進めてい

くのかについても、少し立ち入って規定しており、参画と協働によるまちづくりの

方法を具体的に示すということもこの条例の大きな役割であると考えている。 
 

【 条例制定の意義 】 
・ こうした、「まちづくり」について、条例を敢えて策定することの意味についてどう

考えていくのかについて、少しだけご説明させて頂きたい。 
・ 条例というのは、もちろん地方自治体の最高法規である。国の場合は法律や憲法と

いうのがあり、地方自治体の場合には、条例がそれにあたる。このような、自治体

の最高の決まりである条例という形で、「まちづくり」のあり方を規定するというこ

とは、ものごとの進め方として、この奈良のまちの一番大切な決まりだから条例と

してきちんと定めておくという意味でとても大切なことであると思っている。いわ

ば、「これからの奈良のまちづくりにおいて、これを進めていきましょう！」と高ら

かに宣言する、そういう意味合いがこの条例にはあるということを申し上げておき

たいと思う。これからの奈良の「まちづくり」を考えていく上で、市民の皆さん方

にとって、共通の考え方になったり、いろんなことを頑張ってやっていくときに、

あの条例があったというふうに思い起こしてもらえる、そういう「まちづくり」の

シンボルになって欲しいという風にも考えている。 
・ 二つ目の大切な意義は、この条例では、市民や事業者の方々、学校、そして行政に、

いろいろな義務を課しているということである。例えば、奈良市は、この市民参画

と協働の条例に基づいて、様々な場面で市民との協働を進めていく義務を負うこと

になった。従って、このような義務付けを通じて、実際に「まちづくり」が実現さ

れていくと考えて頂ければいいと思う。 
・ 条例制定の、三つ目の大切な意義は、「まちづくり」と一般的にいっても、範囲がと
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ても広いため、少なくとも、この条例で、よりよいまちづくりをしていこうとした

時に、いろんな活動分野があるが、どのように取り組んでいけばいいのか、誰がそ

れを担っていくのか、その時の進め方として、やはり、参画と協働がないと、よい

まちづくりとは言えないので、そこで、これからのまちづくりのあり方の枠組みを

提供していくということである。個々の活動の中身にまで言及する訳ではないが、

具体的なまちづくりの内容を考え、そしてその枠組みについて定めた、具体性をも

った条例であると言える。 
・ 最後に、もう一点だけ強調しておきたいのは、条例というのは、幸い、一旦制定さ

れれば、後は、改正、あるいは、廃止をされるまでは、ずっとその効果が続くもの

である。通常の行政の活動であれば、当然、何某かの予算の中で、一年間終われば

その事業は終了し、また、見直しということになる。市長がお定めになる計画も、

何年計画ということもあるが、これも、市長ご自身の責任を別にすれば、必ずしも、

２年目、３年目以降、どんどんと状況が変われば、当然、状況に併せて変えていっ

ていいという性格のものだろうと考えている。しかし、条例はあくまでも、議会の

議決が必要であるというのが大前提にある。そして、市民の代表の方々のご意向に

従って、この条例が、議論される。しかし、一旦出来上がれば、安定的、継続的に

運営される可能性が高いという意味でもある。これからの「まちづくり」というの

は、将来にわたって、かなり長い、継続的な努力の中で、終わりのない活動をやり

続けていく、そういう性質のものであると、私たちは考えている。その為にも、こ

のような継続性を確保するために、条例という法形式が必要であると考えてきた次

第である。 
・ 今回は、「奈良市市民参画及び協働によるまちづくり条例」という言い方をして、こ

の条例の素案を提案させて頂いた。「市民参画と協働」、そしてそれによる「まちづ

くり」に絞った条例であるということである。最初に申し上げたように、全国的な

傾向からしても、今は「自治基本条例」に多くの方の関心が集まり、地方自治の全

体にかかる基本的な事項を定めようという動きのほうが、強くなってきている。 
・ 確かに、私たちも、これを考えない訳ではなかった。しかし、現在の奈良市の状況

を考えてみたときに、実はこうした自治の基本ということの基盤、あるいは、その

為の準備が整っているだろうかということについては、いささか疑問があった。な

によりも、このような自治の基本のひとつである、市民参画や市民協働ということ

がきちんと定着し、それがこの奈良のまちの中で、日常的に見られるような状況に

なっているだろうか。私たちは、まず、そこのところから始めていかなければなら

ないのではないか、という風に考えた。 
・ また、地域社会の中に、参画や協働に基づいたまちづくりを進めていこうという機
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運が醸成され、また、そうした基盤が、奈良のまちに出来上がっているかと言われ

ると、これも、さてどうかということになったので、まずは、部分的なところから

始めようということで、「自治基本条例」ではなく、「まちづくり条例」の検討に取

り組んできたということである。 
・ 従って、参画と協働ということを具体的に進めていくということを大きな狙いとし

て、そして参画と協働に基づいた「まちづくり」を目指していきたいというのが、

当面のこの条例の射程であると考えて頂けるといいと思う。 
・ また、議会の役割や住民投票などについては、一切、規定していない。あるいは、

その他の執行機関についても、部分的に、担い手として「学校」というのは、入っ

ているが、教育委員会や監査委員などについては触れていない。あくまでも、「参画

と協働推進」と、それによる「まちづくり」に絞った条例であるということを再度、

認識して頂きたいと思う。 
 

【 条例案の説明 】 
・ この条例は、全体で、２１条ある。前文と、条文が２１条並んでいる。そんなに大

規模な、細かく書き込んだ条例ではないが、そうかといって、簡単なものでもなく、

条文の数だけで見ると、中くらいの条例かとご理解頂けるといいと思う。 
・ 第１章：総則 

 大まかな条例の構成は、実は、一般に条例の形式、法令形式というのが決まって 
 おり、基本的な、原則的なことを定めているものを、総則と呼んでいる。ここでは、

目的と定義を述べている。 
・ 第２章：まちづくりの基本理念等 

 この条例が主に考えていることや、狙いなどを、まちづくりの基本理念と、まちづ

くりの基本原則として述べている。 
・ 第３章：市民等の役割及び市の責務 

 誰が何をするのかという、それぞれの担い手の責務というものを述べている。 
・ 第４章：市民公益活動の推進 

 このような「まちづくり」を進めていくときの鍵になる、市民公益活動について、 
さらに推進、促進していかなければならないということを規定している。 

・ 第５章：市政への参画及び市との協働 

 市政への参画ということと、それぞれの主体が市と協働をしていくときの、参画と

協働の促進について規定している。 
・ 第６章：市民参画及び協働によるまちづくり推進計画 

 市民参画及び協働によるまちづくり推進計画を作って、まちづくりを進めていこう
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ということについて規定している。 
・ 第７章：市民参画及び協働によるまちづくり基金の設置 

 市民参画及び協働によるまちづくり基金を造成することについて規定している。こ

れからの「まちづくり」には、必要な様々な資源を提供しなければいけない。そこ

で、お金も必要であるということを、ここで きちんと規定することにした。 
・ 第８章：市民参画及び協働によるまちづくり審議会の設置 

 この「まちづくり」についていろんな制約をしたり、見直しをしたりする審議会 
 を設置していこうということを規定している。 

・ 第９章：条例の検討 

 この条例も、一旦作ったらそれで終わりではなく、定期的に見直しをして、本当 
に役に立ったかどうか、そして、場合によっては、修正が必要なところはないだろ

うかということを検討していこうということで、見直しの規定を入れている。 
◎ 前文について 

・ 前文については、大変議論したところである。これからの奈良市をどのように意識

し、それをどういう言葉にしていくのか。本当に難しい作業であった。皆さんの中

にも、それぞれにご意見はあろうかと思うが、その中でも基本的に考えておきたか

ったことは、特に、最後の４、５行である。つまり、いろんな「まちづくり」の担

い手が参画し協働しながらこれからのまちづくりをやっていこうということが、こ

の前文で強調されている点である。それを通じてどんな「まちづくり」をしていく

のか。奈良の文化を生かしていく、未来に引き継いでいく、世界に開かれた多様性

のある、持続的に発展ができる、こういう住み良いまちを、是非つくりたいという

共通の夢に未来のまちの姿を託した。そして、前文の最後の１行は、「さあ、みんな

で一緒にまちづくりを進めましょう」という、市民のみなさんへの呼びかけになっ

ている。 
◎ 第１章：第１条（目的）、第２条（定義）  

・ 第１条の目的は、先ほどの前文を、少し目的の形に置き換えただけなので、省略さ

せていただく。 
・ 第２条の定義は、この条例で市民参画や協働をどのようの考えているのかを示して

いる。特に（７）では、「市民公益活動団体」というくくりで、市民のいろいろな活

動をどう定義しようとしているのかに注目して頂きたいと思う。今日も、いろんな

市民活動をされておられる方々がお見えだが、いわゆる、地域の団体の方々、また、

ＮＰＯ団体の方々、様々なボランティアに関わっておられる皆さん方など、いろん

なタイプの方がおられる。これらの方々を全部まとめて、「市民公益活動団体」と考

えたいと思っている。営利を目的とせず、社会のために活動されている団体をすべ
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てここに含めて考えていこうということである。従って、地域の自治組織、ＮＰＯ、

ボランティア団体、その他の団体で、市民公益活動を継続的に行っている方々は、

全てが「市民公益活動団体」であるという定義になっている。 
◎ 第２章：第３条（まちづくりの基本理念）、第４条（まちづくりの基本原則） 

・ 第３条は基本理念である。まちづくりをどのように捉えていけばいいのかというこ

とで、ここでは、五つの主要な項目に分けて表現している。 
まず一つ目が、人権尊重、そして、安全安心で快適なまち、これが大きな目標であ

る。二つ目は、子どもたちの成長、そして教育のまちづくりということで、人を上

手に育めるような、そんなまちになっていけばという願いが込められている。 
三つ目は、生きがいや健康、そして、健やかな暮らしを実現できる福祉のまちを実

現していきたいという目標を掲げている。四つ目は、環境。緑あふれる美しいまち

を実現していきたいと考えている。五つ目は、奈良の文化を未来に引き継ぎ、個性

豊かなまちを作っていくという、大きな目標を掲げさせて頂いた。いずれも、これ

までの、奈良のまちづくり、基本構想、その他の基本的な計画等で繰り返し論じら

れてきた事柄を踏まえて、私どもなりに、これからのまちづくりの基本として押さ

えておくべきことということで、掲げさせて頂いた。 
・ 第４条は、同じく、この基本理念等のところで、もうひとつ重要となるのが、参画

や協働についての基本原則である。まず、一つ目の原則として、市は市民の皆さん

方に、市民参画の権利を保障するということを掲げさせて頂いた。もちろん、どの

場面で、具体的に保障するのかについては、一定の行政の裁量権はあるが、原則と

してこの権利を保障することの義務が、この条例を通じて市には課されたことにな

る。それと同時にこのような権利保障に対しては、当然のことながら公共性、公平

性、あるいは、公正さを確保していくということは、言うまでもない。二つ目の原

則は、様々なまちづくりの担い手がそれぞれ、お互いに対等な関係で協働していこ

うということ。それぞれの自主性をお互いに尊重するということを基礎にして、協

力しあう関係を作っていこうということを原則とした。協働というのは、ややもす

れば市民やＮＰＯを下請け、下働きにしてしまっているのではないかというご批判

が絶えない。そこで、そういうことが起こらないようにしようということが、ここ

での考え方である。三つ目の原則は、このように協働を進めていこうとしたときに、

従来は市民と行政との協働というものが強調されてきた。しかし、それぞれの担い

手がそれぞれの役割を持っているということ、そして、それぞれの持ち味を生かし

て活動していくこと自体が大事であるということを改めて確認するとともに、同時

に、市民と市民、市民と事業者など、いろんな組み合わせの協働があるということ

で、まちづくりを行う上での連携協力をもっと幅広く考えて進めていく必要がある
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ということで、三つ目の原則とした。 
◎ 第３章：第５条（市民の役割）、第６条（市民公益活動団体の役割）、第７条（事業

者の役割）、第８条（学校の役割）、第９条（市の責務） 

・ それぞれ、こうした参画と協働のまちづくりを進めていく上における、いろんな主

体があると、先にご説明させて頂いたが、その担い手たちが、どんな役割や責務を

負っているのかということで、第５条の「市民」以下、「市民公益活動団体」、「事業

者」、「学校」、そして第９条の「市」まで並んでいる。「市民」から「学校」までは

「役割」という言い方で、「市」は「責務」としている。「役割」というのは、一定

の役割を果たしてくださいというお願いになっており、あるいは、参画協働による

まちづくりを推進していくように努めてくださいという努力義務にとどまっている。 
・ 第９条の「市」については、「責務」ということで、行政はまちづくりを進めるにあ

たって、責任があるということと、一定の義務を負ってやらなければならないこと

があるということを強調している。また、「市」の責務は、すでに原理原則のところ

で、市民参画に関連して、市民参画の権利保障ということを言ってきた。従って、

この第９条では、さらにそれを具体化して、一つ目の責務として、情報公開、情報

提供、情報共有ということをやっていかなければならないとした。二つ目の責務と

して、市民の活動を活発にしていく、市民公益活動を増進していくための支援や、

市民との協働を進めていく必要があるということ。そして三つ目の責務としては、

このような協働を進めていく、あるいは、市民参画型の市政運営をしていく上で、

市の職員の方々の意識の向上や啓発が必要であるということを掲げている。 
◎ 第４章：第１０条（情報の収集及び共有）、第１１条（学習機会の提供等）、第１２

条（拠点施設の機能の充実） 

・ ここでは、市民公益活動の促進ということで、三つの重要なポイントを書かせて頂

いている。 
・ 第１０条は、情報の収集及び共有ということであるが、これについては、先ほど、

市の責務として、情報を共有しようと言っていたことと同じではないかと思われる

かも知れないが、もちろん、重なるところもある。しかし、ここでもう一つ言いた

いのは、市民活動と市民活動、市民団体と市民団体の間で本当に、問題や課題が共

有され、地域の課題が共通に理解されているのだろうかということを考えた。それ

ぞれ、すばらしい活動をされているＮＰＯや地域団体がありながら、それらがバラ

バラに地域の中で活動しておられるようなので、もう少しなんとかならないか、も

っと力を集めるような場面があってもいいのではないかという気持ちがあり、市民

と市民、市民と行政を含めた情報の共有になんとか高めていけないかということを

考えて規定させて頂いた。そのためにも、市民の皆さんにも、情報共有に向けて、
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積極的に情報を出していく、また、いろんな交流を深めていただくという努力をす

る必要があるのではないかということを書かせて頂いた。 
・ 第１１条は、学習機会の提供等ということで、市民公益活動を進めていくためには、

市民団体や市民のみなさんにも相応の力や技術や知識、あるいは、行動力をつけて

頂きたいという気持ちがあった。そういう学習をする機会、能力をつけるための勉

強をする機会を市も進めなければいけないし、市民の方自身も学習していくことが

必要であるということで、書かせて頂いた。市民公益活動というのは、わかりにく

いが、例えば、町内会の皆さんが活動しておられる清掃活動でも結構だし、敬老の

催し物でもいい。また、子どもたちの見守りも、大事な市民公益活動のひとつであ

ると、私たちは考えている。ただし、これらの活動も、どのようにすれば、より大

きな成果があがるのか、どのような技術や知識を身につければよいのか、どうすれ

ばその活動の目標を達成することができるのかということは、考えて頂かなければ

ならないし、そのための学習する機会を充実させていきたいというのが、ここでの

願いである。 
・ 第１２条は拠点施設の機能の充実ということで、このような情報共有や学習機会の

提供ということも含めて、市民公益活動を推進していくための拠点施設や機能を、

もっと整備充実させていく必要があると思っている。もちろん、奈良市には、すで

にボランティアセンターなどが設置されており、また、ＮＰＯ団体によるＮＰＯセ

ンターもあり、活動されているのは承知している。しかし、それらも含めて、こう

した拠点的な機能というのは、今後、市民活動が活発になっていく中では、ますま

すその役割も大きくなるだろうと思っている。そこで、そうした、拠点的な機能を

さらに充実させていく必要があり、それに対して市としても、積極的に支援してい

く施策を展開していく必要があるということを考え、この第１２条を置かせて頂い

た。 
◎ 第５章：第１３条（市政への参画の機会等）、第１４条（市民参加の方法及び実施）、

第１５条（会議の公開）、第１６条（審議会等の委員の選任）、第１７条（市が行う

業務における協働機会の拡大） 

・ 第１３条から第１７条については、市政への参画と地域との協働について定めた項

目である。ここでは、市民参画そして協働というのをどのように進めていけばいい

のかという着眼点や、具体的な手掛かりを提供しようという意図がある。 
・ 第１３条では、まず市民参画にあたり、基本的には、市民団体や各種の地域団体な

ど、まちづくりの担い手が、市の意思形成に積極的に関わっていけるような市民参

画を進めようということを掲げている。特に重要なのは、行政がいろんな活動をさ

れるにあたり、もう決まってしまったことを市民の皆さん方にお伝えしても、後の
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祭りということが多い。私たちは、このように、政策をつくっていく段階、そして

実行していく段階、評価する段階、そのそれぞれ段階に市民参画が必要だろうとい

うことで、全ての段階での参画を掲げさせて頂いた。その中でも特に、意思形成段

階のプロセスに市民の方に関心を持っていただき、早い段階から市民参画を進める

ことのできる環境を整えるという意味で、意思形成段階から行政情報を提供すると

いう規定になっている。また、市民参画や市民協働を進めていくときに、今日のよ

うな意見交換会のような機会の場を日常的に設けるのは非常に難しい。従って、市

民参画や協働について、市民の方々の声や提案を受け付ける窓口を整備し、そこか

ら市民参画を広げていくということを義務付けている。 
・ 第１４条では、市民参加の方法として、公聴会や懇談会、パブリックコメントを実

施しようということを規定している。 
・ 第１５条では、様々な意思形成をできるだけオープンに広く市民の方に知っていた

だくために、それらの会議を公開することについて規定した。会議の公開について

は、既に情報公開条例で定められているが、更に一歩、範囲を広げて、会議の公開

を進めていただきたいという趣旨である。 
・ 第１６条では、このような各種の審議会等の委員を市民から公募する、いわゆる市

民の方々に参加していただくという仕組みを、市の義務として進めて頂くというこ

とを規定しており、これからは原則として全ての審議会で市民公募が実現すること

を願っている。 

・ 第１７条では、市が行う業務において、新たな公共サービスの担い手である市民公

益活動団体が有する専門性や特性を生かすことにより、市民公益活動の活性化及び

活用を図ることができると認められる事業があれば、それらの団体に対し、どんど

ん参入してもらうというように、協働の機会を拡大するように努めることについて

規定させて頂いた。 
・ このように、市民参画や協働によるまちづくりを具体的に進めていくときに、例え

ば、市民活動を促進しよう、市民参画を進めよう、市民や事業者等々との協働を進

めようといったときに、具体的に進めていく推進体制をつくっていく必要がある。

そのために、次の、推進計画と基金と審議会の三つを用意させて頂いた。第１８条

から第２０条までは、とても大事なことなので、１章１条という構成になっている。 
◎ 第６章：第１８条（市民参画及び協働によるまちづくり推進計画） 

・ 第１８条は、参画協働によるまちづくりを実際に具体的に進めていくときに、こう

いう計画をつくって、この計画に基づいて市民参画協働によるまちづくりをこれか

ら進めて頂きたい。その中でさまざまな参画や協働のため推進がさらに具体的に盛

り込まれていく計画であると考えている。 
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◎ 第７章：第１９条（市民参画及び協働によるまちづくり基金の設置） 

・ 第１９条は、基金の設置について規定させて頂いた。市民参画協働によるまちづく

りを進めるために、市民の活動には基本的にお金が必要である。ほんのわずかなお

金でも、大きな成果が出せるような市民活動がたくさんある。そこで、こうしたま

ちづくりに必要なお金を提供できる仕組みを作っていくということでこの基金の創

設について、この条例の中で謳うことにした。ただ、この基金をどういう風にする

のかという中身について、この条例で全て規定するのは困難であったため、別途条

例で定めることになった。ただ、この市民参画及び協働によるまちづくり条例と、

この基金条例は、共に一体の関係にあると考えているため、検討委員会では、同時

に検討し、提案しようと考えており、準備を進めている。このような基金の役割は、

市民公益活動を応援するところにポイントがあるが、同時に、この応援をただ単に

行政の補助金という形にするのではなく、新たに基金という別の枠組みを設けて、

より中立的・客観的に、また行政のお金だけではなく、市民の皆さんの志をこの基

金に集めて、寄附文化を奈良のまちに定着させようとしている。そして、多少なり

とも、地域におけるすばらしいまちづくりに近づいていけるような活動をみんなで

応援しようとする基金が創設できればと思っている。 
◎ 第８章：第２０条（市民参画及び協働によるまちづくり審議会の設置） 

・ 第２０条は、参画協働によるまちづくりを推進する上での重要なお目付け役として、

評価をし、市民の方々にその内容を伝え、市民の声を地域に伝えていく機関が必要

であるということで、この審議会の創設を規定している。この審議会は、参画と協

働によるまちづくりの推進組織、進行管理のための組織として考えており、また、

次の第２１条の条例を見直していく組織としても考えている。 
◎ 第９章：第２１条（条例の検討） 

・ 第２１条であるが、我々は、この条例が完璧なものであるとは考えていない。また、

今後の運用の中で、「もうこのレベルのことは十分できた」ということになれば、も

う一歩進んで、例えば、自治基本条例に組み替えていくようなことも考えられる。

このような観点から、「施行後５年を超えない期間ごとに見直してください」という

ことを規定しており、この見直しは常に続いていくものと考えて頂ければと思って

いる。反面、基本的な条例を頻繁に見直していいのかというご意見もあろうかと思

うが、参画や協働、それによるまちづくりは、方法も市民の皆さんの行動もどんど

んと変わっていくものであり、また、社会や経済の情勢も変わっていくものである

と考えているため、５年を超えない期間ごとに審議会の意見に基づいて見直しを行

い、条例の改正等について考えてくことが必要であるという規定である。 
・ 以上、検討委員会で考えてきた条例案を紹介させて頂いた。この奈良市市民参画及
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び協働によるまちづくり条例（仮称）が、みなさまのご意見により、更によりよく

修正され、これからの奈良市のまちづくりに役立つ条例として制定され、実行され

ていくことを希望し、本日のご説明とさせて頂く。 
 
７ 意見交換会（以下、◆ は参加者、 は委員及び副委員長、➠ は事務局の発言） 
 【 意見交換 】 
 ≪ グループ１ ≫ 担当：中川副委員長 
 条例の中身が分からない。 
 このようなまちづくり条例を作って頂き、とても良かったと思う。私どもＮＰＯ法

人は、市とも協働を活発にさせて頂きたいと思っているが、そのためには市が、我々

ＮＰＯと一緒にやっていくことについて、具体的にどれだけ踏み込んでくれるのか

というところを詰めていきたいと思っているし、そういったサポート体制をシステ

ム的に取り入れて頂きたいと思う。 
 いい条例が出来たと思う。これをいかに肉付けるかであり、そのためには、市民の

提案などが大事であると思う。どう活かすかは市民にかかっていると思う。 
 具体性が一般市民には分かりにくい。市民に開かれたものになるようにしていって

頂きたい。 
 奈良市がこういった関連でこれまでやってきたことはどういったことであったか

を説明していただき、それを踏まえて、こういう条例を作ることの必要性を説明し

て頂くと、皆さんも理解しやすかったと思う。この条例の位置づけ、これが発展し

て自治基本条例という方向に行くのか、あるいは、この参画協働条例は、別途自治

基本条例を想定した上で、それとの整合性をもってこの条例を位置づけているのか、

そのあたりを明確に、ある程度の方向性を提示していただいたほうがいいのではな

いか。他都市でも市民公益活動の促進に関わる特化した条例があるが、そういった

ものとの兼ね合いをどのように考えればいいのか、基本的な位置づけを説明頂きた

い。 
 とても練られた条例であると思うが、非常に難しい。市民公益活動にはこういう事

例があるといった例を挙げていただいたらありがたい。 
 東大阪市も旧市が集まっていて、アイデンティティが出来ていない都市である。奈

良のような都市であれば、どの市民の中にもそういったアイデンティティがあって、

それを結集したひとつの地域政策を条例化されるのかと思い、関心を持って今日は

参加させて頂いた。また、地域自治や個別の自治にどう踏み込んでいかれるかにつ

いて関心がある。 
 私は自治連合会の会長をしており、定例会の中で今日の意見交換会について聞いて
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きた。この条例案を読んでいると、私たちからすると非常に抽象的である。一般市

民の方から見ると、何をしようとしているのか、われわれの日常とどのような関係

があるのかがわからない、というのが実感である。一般市民の目線での具体的な提

案がなければ分からないと思っている。 
 なんとなくはわかるが、詳細がわかりにくい。特に、まちづくり基金を創設し寄附

文化をつくっていくということであるが、具体的にどうするのかが分からない。実

際に活動していて、何某かの支援を頂けるのであれば、そのシステムはどうなって

いるのか、そのあたりが見えてこない。 
 条例をつくる前にこのような意見交換会を設けられたということに意義を感じて

いる。２０年間奈良でボランティア活動をしていて、やはりこのような条例を整備

しないとなかなか進まないだろうと思っていたので意義深いと思う。 
 条例がつくられる背景であるが、奈良市には参画と協働の基本方針を示すための

「奈良市ボランティア・ＮＰＯとの協働に関するあり方指針」というものが３年前

にできた。ところがわずかこの３年の間に時代遅れになってきたので、もう一度こ

れを新しくつくり直そうとしたが、それよりも、もっとしっかりとした条例という

ものが大事なのではないかということになり、条例の検討に入ったというのが実態

である。この条例を受けて、第２次の参画協働基本方針のようなものや、あるいは

計画がつくられていくことになるはずであり、その中で具体的な支援の制度などが

詳しく決まっていくということであり、この条例はそのための基礎工事だと思って

頂きたい。今日は、ＮＰＯなどの市民公益活動をされている方々も来ておられるし、

自治会など地縁団体の方も来ておられる。この条例は、そのどちらも対象にしてい

る。どちらも市民公益活動団体と見なしている訳である。奈良市の場合は、この両

方に対する施策を平行して進めざるを得ないというのが私どもの判断であった。コ

ミュニティにたいする対策が昔ながらの自治会対策に留まっていた。それも２０年

前のままで。それと、ＮＰＯに対する支援制度も具体的に定義されていなかった。

各部局が個別ばらばらにＮＰＯとお付き合いしていた。そこで、市として、両方に

対する施策をはっきりさせていかないといけない、ということがこの条例の出発点

であったと思う。中身がわかりにくいというのは、基礎工事の部分に重きを置いて

いるからだと思われる。支援制度や市民公益活動支援センターなどもこれから動い

ていくことになるし、支援するための助成システムも、これから作っていくことに

なる。 
 まちづくり推進計画を策定するには、まちづくり推進課（担当課）でするのか、別

途委員会を作るのか。また、既存のコミュニティ形成部会や参画協働部会、また、

新しくできる市民公益活動支援センターの検討委員会などと、このまちづくり推進
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計画策定との兼ね合いや、審議会との関係性が非常に分かりにくい。 
 そのような懸念は感じているが、市民公益活動支援センター（仮称）は、これは建

ちあがっていくものであって、待ってもらうことができない。進めていくしかない

訳である。そのほか、総合計画などとの関係で、これが建ちあがっていくまでに横

並びで連携しながら進めていくしかない。市民公益活動支援センターの中身にはい

ろいろな制約があると思われるが、その制約の範囲の中で進まざるを得ない面もあ

る。 
 推進計画はこれから決まるわけであるが、その推進計画に私たち市民がいかに参画

できるのか、そのあたりはどうなのか。 
 それはこの条例に書いてある通りにされる。まず、審議会委員は一定程度公募をか

け、また案ができてくる途中の段階で、このような合同勉強会であるとか討論会な

どでみなさんに諮っていくことになると思う。そして最終提案の一歩手前でパブリ

ックコメントを行うことになる。 
 それは非常にいいことであるが、具体的な案になると推進計画が骨だと思う。その

推進計画が適切であるかどうかにかかってくると思われる。 
 もちろん、この条例に基づいたやり方をしなければ条例違反になる。 
 推進計画は、まちづくり審議会でつくるのか。 
 その審議会がつくることになると思う。 
 別途、推進計画の委員会を発足させる訳でなないということか。両方に読み取れる

が。 
 この条例に基づく審議会がつくるべきであると思っている。 
 別でも構わないが、審議会がこの条例に基づく全体をマネジメントし、評価検討す

るための審議会であって、まちづくり推進計画は別途それを定めていく、あるいは

基金条例の制定は別途検討していくということで、そこに市民が参画していくとい

う流れで考えているのか。 
 それはいろんな方法がある。いろんな方法があるが、この審議会をつくる際には、

この審議会の専門部会として任せていくという方法もあるわけで、審議会と無関係

に、基金の委員会や計画の委員会をつくるほうが矛盾している。だから、あくまで

も審議会が全体をコントロールしながら、という形になると思われる。 
 この審議会は、内容的に非常に重いものになると思われる。行政が行う予算執行、

あるいは予算算定、そういったことにもそちらの方からコメントが入っていくこと

になると思うが、予算の策定以前に、このまちづくりのコメントが入っていくのか、

あるいは、予算が執行する方法についてこちらからの目が入っていくのか。 
 執行過程の細かいところにまで審議会が入っていくことはないと思われる。ただ、
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基本的なルールや結果報告、評価などについては審議させていくべきだと思う。通

常、審議会は、諮問されない限り方針は出せないが、この審議会は、自らが「こう

するべきではないのか」と意見を言う能力は持っている。 
 市民の意見を吸い上げようとすると、市民はいろいろなことを言ってくると思う。

予算執行についても、いろいろなコメントが市民から出てくると思う。 
 それは、予算執行過程の概念であり、審議会と言えども、その細かいところまで口

出しをすれば、審議会に与えられている権限を越えることになると思う。予算総額

に関して意見を言うことはできると思うが、また、その執行については後になって

評価するということはあると思う。 
 予算執行は、活動ができるような予算のシステムをつくっていただかないと、お金

のほうは関係ないと閉められてしまったのでは意味がない。 
 この使い方はいけないとか、そういった話ではなくて、こういう予算の使い方はで

きませんかということは提言できると思う。しかし、そこからあとは議会が決める

ことで、そこまで口を出すと、議会は何のためにあるのかと言われることになる。

審議会に過剰な責任を負わせるということは難しい。 
 第２条で、「次に掲げるものを除く」という文言があるが、ウ．「政治上の主義」と

はどういうことを指すのか。まちを良くするとか、国を良くするとか、そういった

ことはいいのか。 
 構わないと思う。政治活動というのは、「私の党に票を入れてください」とか、「私

に１票ください」とか、「あの人には票を入れるな」とか「あの党を信じるな」と

か、そういったことであり、まちづくりの中に政治が出てくることもあり得るが、

ここで議論することは決して政治活動ではない。非営利、非宗教、非政治というの

は、社会教育法上の除外規定と同じである。営利の学習、宗教の学習、政治の学習

というのは、生涯学習の中では進められている。市民が自立のための営業の学習を

する、市民が宗教学習をする、市民が政治学習をするなど、それが禁止されていて

は何の役にも立たない。それが具体的な言葉になるとややこしくなるわけであって、

ぎりぎりのところまでは認められると思う。 
 市民が行政と関わりなく、自主的にまちづくり活動を行っている場合に、市民自治

についてとするならば、まちづくりについて市民が自発的に努めていくということ

に意味を見出し尊重するという視点がいると思う。どこかで触れているのかどうか

わからない。 
 自主自立や主体性ということはかなり意識して条文構成を行った。 
 市の職員に対する研修ということは挙げられているが、職員も積極的に取り組んで

いくという姿勢を促していくために、責務的な意味合いのある文言を入れればどう
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か。 
 市政に対する市民の意見や提案を、市政に反映する努力義務という形で明記すると

か、市民からのいろいろな意見や提案に対してどう対応していくのかというところ

が必要なのではないか。職員のみなさんが全庁的にこういった考え方を認識してい

ってもらうための条文がどこにあるのか。 
 条文としては、第９条の３がそうであり、市政反映は第１３条の第１号と第２号、

そして第１４条のパブリックコメントがそうである。職員への市民活動の勧めであ

るとか、職員自らも生活者となるべきであるとか、そういったことは条例に書き込

むのは難しい。一職員にまでそれは強制できないので、実施計画の中で書き込もう

という話になっている。 
 京都市では、市民参画推進条例の中に入っている。それを参考にすればいいのでは

と思う。京都市は先行的に、市民参画推進計画をつくって、それを踏まえてから条

例をつくっている。奈良市ではそういった前提の調査研究をせずにいきなり条例に

なっている。 
 京都市の条例も参考にしてみたい。 
 市民の声を、どの窓口にどのように取り入れるのか。まちの安心安全に関わること

であるが、私は先日、自転車の事故で骨折した。そこを警察が現場検証したが、通

る人がみな「ここは危ない」と言った場所である。坂になっており、高校生がフル

スピードで走るから、後ろからぶつかられる。そういったところはそんなにたくさ

んはないと思うが、危険箇所というものはある程度分かるので、そういったところ

はどうするのかということを提案しようと思っても、どこへ言っていけばいいのか

わからない。 
 理想的にはどこへ言っていってもいいと思う。 
 一応、市民安全課にお話させていただいたが、そこだけではなくて、そういったこ

とがまだまだたくさんあるのではないかと思う。 
 それは、安全面だけではなくて、福祉や環境など全てにわたって言えることであっ

て、例えば、ここは福祉の所管ではないのでと、ふたを閉めてしまうような役所で

あっては困るわけである。この条例の精神からいくと、全部が窓口になる。 
 でも、予算がないから今すぐはできないと言われる。 
 課題や問題点を、どれだけ情報として集約して、その中で優先順位をどうするのか

ということである。なんでもかんでも言っていけばいいということではない。また、

自治基本条例にいきなりできないのかという質問もあったが、私たちは正直言って、

今の奈良市役所にも、そして奈良の昔からの旧住民と新住民の考え方の中にも、そ

こへいくには、どちらにもまだ随分、認識が足りないのではないかと思っている。
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ＮＰＯは頑張っている、地域の自治会も頑張っているけれども、そこと行政とのコ

ミュニケーションパイプがうまく設計されていない。だから、これを機会にお互い

が変わっていこうではないかということにはなると思う。 
 この分野における、奈良市クラスの都市と比較すれば、一番遅れているのではない

か。奈良市自体が、こういったことに対して取り組んでいこうという基本的な姿勢

や意識、能力がなかったのではないか。だから、この条例が基礎となって、勉強し

あってやっていこうという流れが出てくると思う。 
 これがいい核になると思っている。 
 そういう認識で、行政システムがこういうことに対してどれほど真剣に取り組んで

いるのか。例えば、庁内で研修会を開いたのか、職員の方に対してこの条例に関す

る研修会を開いたのか、検討会をしたのか、そういったことである。勉強してくだ

さいということである。そうでなければ、この条例は形だけになってしまう。 
 これがチャンスであると思う。この条例を突破口にすることで、行政を改革してい

くエネルギーにもなるであろうし、仕組みにもなると思う。職員研修は何度か行っ

た。私も２回ほど講師をさせていただいたが、ただ、やはり全体に浸透はしていな

い。 
 パブリックコメントについて、ホームページなど見ても、出されているものが少な

い。パブリックコメントは出来上がる前に行うものであるが、実際に出されて回答

があがっていても、それによって変わることはほとんどないようである。もう少し

前の、変わる余地のある段階で、こういった案があるがみなさんの意見はどうなの

かといった勉強会的なもので市民に公開され、自治会などに通していただけるとい

いと思う。自治会に限っているわけではないが、自治会を通さないと市民の意見が

市のほうへ上がっていかないのではないかと思われる。 
 その弊害をなくそうとした条文が、第２条の第１号である。今のご意見は、案がほ

ぼ９９％確定しているのにパブリックコメントをかけても、「内容はかえられませ

ん」という返事しか返ってこないではないかというご指摘だと思う。だから、この

条例では、「市の施策の企画立案の過程から実施及び評価に至る各段階において」

と書いている。つまり、“こんな構想を考えているが”という段階で市民参加をし

てもらったり、公開討論会をしたり、意見交換を行ったりと、とても手間のかかる

ことを要求しているわけである。 
 私はパブリックコメントをしたが、質問に対して答えないというようになっている

ようだ。しかし、市民の意見にはきちんと答えるべきである。今日の議論も全てオ

ープンにして、市民の方々に発信すべきだろう。結局、みなさんが条文を読んでも

中身が分からない、だから質問をしたいが、その質問に対しては、答えないという
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形でだいたいはパブリックコメントをとっている。こういった条例であるからこそ、

答えなければならないのではないか。 
 つまり、あなたの出されたパブリックコメントに対する回答が来ていないというこ

とか。 
 もちろん、回答の仕方はいろいろあると思うが、質問したことに対してリアクショ

ンするということが保障されていない。 
 パブリックコメントは、今、インターネット上と、あとはどこから見ることができ

るのか。 
 ペーパーで各出張所や担当課に置いている。 
 あまり、市民みんなに浸透していないのではないか。 
 まちづくり基金というものができれば、公益活動に対して助成をするということだ

と思うが、現在奈良市が随時的にやっている補助金というものも、この際、一旦ゼ

ロにして、洗い直すべきではないのか。 
 いずれは避けられない問題ではあるが、補助金の整理というものはそんなに短時間

ではできないと思われる。基金がうまく動き出したと思われる時期に、補助金の整

理を市民参加で考えていかなければならない。 
 例えばＡという団体にずっと補助金を出しているとする。その場合、本当にその活

動に公益性があるのか、市の税金をそこへ出してもいいのかどうか審査せずに補助

金が交付され続けている。そのあたりの整理をしないといけないのではないか。 
 それは、個々の事務事業単位で、必要か不要かということを検討し、仕分け作業を

行わないといけないと思う。行財政改革のセクションの中でそれを行っていかなけ

ればならないと思う。 
 どんどん新しい団体ができてきて、今の視点を持ったいい活動をされていても、そ

こへは改めて市から補助金は出ないわけである。しかし、長年にわたりずっと補助

金が出ている団体もあるというのは、市民の感情として、自分たちが活動しようと

するときに足かせになると思う。 
 本当に補助金などを見直してはどうか。今は、わずかな金額をばら撒いているだけ

のようである。それもまとまると金額は大きくなるが、本当に有効な補助金として

使われているのかどうかは、わからない。 
 とにかく奈良市も、大阪市のように全部公開することである。 
 市民による公益的活動に公平で公正に補助金を出して欲しい。 
 市民のために使われるのであればいい。 
 それを誰が判断するのか。 
 それは市長なのではないか。 
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 市長だけではなく、市民参画型で補助金見直しのようなものをしなければいけない。

私は、他の市で補助金の見直しを行ったが、やはり上層部のほうからは抵抗があっ

た。そういう壁もあるが、それを突破するのは情報の公開しかない。団体が市民に

向かって説明責任を果たすということである。みんな、それを行政に向かって言う

ので、行政も困っている。団体が一般市民に向かって説明責任を果たすというほう

が正しいと思う。お互いにどちらもが行政をたたくのではなく、市民同士が対話し

ないとだめである。 
 それは必要なことである。条例制定がいつになるのかということもあるが、今後、

この検討委員会がこのような意見交換会を他でも行うとか、何かもう少し具体的に、

条例の中身がわかるような意見交換の場が必要だと思う。あまりにも条例そのもの

の話では、一般の方が理解するには難しいのではないだろうか。 
 条例が成立する以前にこのようなものを実施しているのは本道であるが、条例が出

来上がってからも、この条例の活かし方や具体的な進め方についてのワークショッ

プを実施する必要があると思う。 
 もっと丁寧にやるべきである。 
 奈良市にしては、この意見交換会の開催は、珍しい。 
 意見交換会などを開催するのは当たり前である。珍しいと言っていてはいけない。 
 いつを目標にしているのか。 
 ３月中には素案を完成しようとしている。 

 
≪ グループ２ ≫ 担当：野崎委員、八坂委員 
 地域で実行委員として取り組んでいるので、その取り組みと照らし合わせて、条例

の説明を聞かせて頂いた。とても、画期的なものだと思う。ずっと、組織の縦割り

の弊害ということが言われてきたが、この条例をもってそれをどのように乗り越え

るのかが、気になった。行政だけではなく、地域もやはり同じように縦割りの組織

であることの弊害で、物事が進まないことが結構ある中で、この条例が制定された

後、具体的な事業を行うとき、縦割りの弊害がうまく緩和されて、取り組みが進ん

でいけばいいと思う。 
 奈良県のほうでも、多様な自治体による推進ということで、ＮＰＯだけではなく、

自治会や大学・学校関係、企業などと、いかに協働を進めていくかということをい

ろいろ考えている。この条例の中では、市民公益活動団体の中に自治会のことが規

定されているが、私が調べた中では、条例や指針の中で自治会をきちんと位置づけ

されているところが見当たらなかったので目新しいと思ったのと、県のほうでも、

このような協働を進めていくにあたって、皆さん方のご意見なども、参考にさせて
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頂ければと思い、参加させて頂いた。 
 奈良県でも同じような取り組みを進めており、参考にさせて頂きたいと思い参加さ

せて頂いた。条例の内容は、奈良県で考えているものと、ほとんど似たようなもの

になるかと思うが、奈良市が策定される条例なので、できれば、奈良県との連携と

いうような視点についても入れて頂ければと思う。とは言え、県で何ができるのか

と言われると辛いところもあるが、奈良県としても、同じようにボランティアの情

報も持っており、拠点についても学園前のほうに西奈良ボランティアセンターを持

っているので、いろいろな連携も図りながら進めていくということを、どこかに書

いて頂ければと思う。 
 我々学校は、いつも地域の方々にお世話になっており、特に自治会の方々にお世話

になっていることが多い。地域には、ＮＰＯなどの活動をされておられる団体もあ

るようだが、なかなか学校とは結びついていないのが現状である。学校の施設開放

などでは、スポーツ団体の方々が積極的に活動されているが、学校としては地域の

全体の活動がわからない。そういう意味で言うと、この条例が施行されたときに、

どなたが中心になって旗を振って下さるのか、また、どのように全体の姿を見せて

下さるのかが、一番質問したいところである。もちろん、条例の中身については、

学校でもできる中身を書いて頂いているし、我々学校の者も地域のいろんな方々と

一緒に動きたいという希望を持っているので、このまちづくり条例ができて、これ

をきっかけにして、皆さん方が頑張っていらっしゃる中に、学校も一緒に入れて頂

けたらありがたいと思っている。 
 今回、学校という言葉が、条例の中に入っているのは、まさしく、そのあたりにあ

ると思う。学校と地域は、お互いに情報の共有が必要だということも、検討委員会

で話し合ってきたところである。ただ、誰が旗を振るのかということについては、

おそらく、「みんな」という答えになると思うが、それには皆さんの理解が必要だ

と思う。 
 ＹＭＣＡの場合は、公益活動団体ということで、生涯学習とか、国際関連とか、い

ろんな分野で活動している中で、我々としても地域だけではなく、行政、学校、そ

れから、いろんな諸団体の方々とどう協働してやっていくのかということが、ひと

つの課題になると思う。この条例を含めて、市民参画が促進されればいいと思って

いる。 
 学校や公園に芝生を植えようという活動をしており、各学校にお願いに回っている

が、奈良市では、植えてもいいと手をあげて下さる学校がない。２年目からの維持

管理費に悩んでおられるようだが、ＮＰＯ活動をどのように進めていくか、考えて

いるところである。 
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 やはり維持費の問題は大変だと思う。 
 素案をつくる段階から参加をしている。いろんな議論百出の中でまとまったのが、

この素案である。まだ、完全なものにはなっていないが、今日のこのような場で、

皆さんからのご意見を頂き、それを反映できるのであれば条文の中に取り入れてい

きたいと思っている。今日、お集りの皆さんは、これらのことに関心をお持ちの方々

だと思うし、また、専門の方々もたくさんいらっしゃると思うが、皆さんのご意見

を賜って、今後の運営に参考にさせて頂きたいと思っている。 
 私は、今、自治会の会長をしており、来年度は順番で、その地区の自治連合会長の

役割が回ってくる関係で、本日、参加させて頂いた。他に個人的に関与しているの

は、奈良市の施設の指定管理者グループに入っているのと、まちづくりのＮＰＯ活

動、それと、中学校区の学校支援本部などにも関わらせて頂いているので、この条

例とも直接関わることが多いので、勉強させて頂こうと思っている。条例について

は、お金の問題や、場所を確保する問題、情報の共有などについて、具体的にどの

ように考えておられるのかをお伺いしたいと思っている。 

 条例そのものは、なかなかよくできていると思うが、「まちづくり」とは一体どん

なことをイメージしたことになっているのかが、どうもはっきりしない。建物を建

てることがまちづくりなのか、どういうことをテーマにしているのかを、もう少し

明らかにしたほうが混乱しないのではないかという気がした。私は、地域で福祉と

いう立場で、まちづくりを行っており、そういうことも入っているとは思っている

が、皆さんの受け止め方がいろいろだと思うので、もう少し具体的なイメージがあ

ればいいのではないかと思った。 

 今、まちづくり条例と書いてあるが、では、『まちづくり』とは何なのかという定

義について、皆さんがイメージしておられるものを簡単に出して頂き、その後で、

もう少し議論をしたいと思う。皆さんは、『まちづくり』をどうとらえられたか。 

 去年の春に、国の審議会のような形で、「地域福祉のあり方検討委員会」で結果を

出したのが、「誰もが、尊厳をもって自分らしく生きられるまちづくり」である。

要はこの言葉のとおり、若い人も、子どももお年寄りも、みんながそれぞれ価値感

も、生活スタイルも違う中で、最後まで自分らしく生きられるということが、まち

づくりであると、とらえている。 

 コミュニティの再生、地域コミュニティの活性化というか、従来、地域コミュニテ

ィが担っていた機能が、最近、衰えてきているので、それをみんなの力で戻したい

という活動をイメージしている。 

 『まちづくり』というのは、この第３条の（１）から（５）までに書いてある内容

かなと思っているが、もう少し違った角度から言うと、第２条の（２）の協働のと
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ころに、“協議しながら共通の目的である公共的な課題の解決のため共に取り組む

こと”と書いてあるので、その“公共的な課題の解決”ということが、『まちづく

り』になるのではないかと思う。一人ひとり、自分の所属する団体によりテーマが

違うし、地域によってもテーマがバラバラなので、一概には言えないが、一番身近

なものは、安心安全のまちづくりであるとか、子どもの防犯パトロールであるとか、

環境の美化活動であるとかになるのではないかと思っている。 

 学校内部のことは、さておき、地域の自治会は自治会で動いておられ、市からの金

銭的支援もある。一方、ＮＰＯの方々は地域を離れてもっと広いエリアで活動され

ているが、資金もほとんどない状態で動いておられる。この辺の動きをお互いにわ

かっておられないと思う。お互いの関係をどのように理解し合うのか。例えば、命

に関わるような安全安心、環境問題などは、ＮＰＯのテーマは違っても、地域住民

としては一致して動ける共通のテーマだと思うので、これらのネットワークを作り

ながら、共通のテーマで動けることが、まちづくりの一番の基本なのではないかと

思う。そこから、だんだん派生して、他のことにも広がって、本当に我々のまちと

いうのはどのようにあるべきか、ということに広がっていくのではないかと思う。

まず、ネットワークをしっかりつくれるような、そのような環境になって欲しいと

思う。 

 私は、『まちづくり』というのは、どのようなまちを作りたいかという願いだと思

う。それが非常に鮮明にあって、そのために、市民が意識をもって参画していく、

そして、学校やいろんな団体と協働していく、それによって、このようなまちづく

りができるんだよ、そのためには資金が必要なんだよ、というイメージがあった。

なので、この第３条に書かれたような「まち」にしたいと思いがあるのではないか

と思う。いかに、命が大切かということと、また、身近な願いとしては、平和なま

ちを作っていきたいというイメージを強めていけばいいのかなと思っている。 

 あまりにも『まちづくり』という言葉が大きいので、定義しにくいのではないかと

思っているが、今言われたように、もう少しまとめられたらいいのではないかと思

った。 

 私は、『まちづくり』というのは、第３条でほとんど網羅されていると思うが、そ

ういう意味では、非常に広い範囲であると思う。自治会やＮＰＯが、まちづくり全

体をカバーできるものではなく、その一部を行うことになるので、そこに、いろん

な主体が関わって、全体として『まちづくり』ができればいいのではないかと思っ

ている。私の住んでいる地域は、サラリーマンの方々が多いため、地域との関わり

やふれあいが、非常に薄いと感じており、それが課題であると思っている。特に子

どもたちとのふれあいも少ないし、地域住民もお互いに知らない者同士が多いので、
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それに役立つことを何かやりたいと思って活動している。先ほど、ネットワークと

いう言葉が出たが、それがどんどん広がり、全体でこのまちをこのようにしようと

いう気持ちになれば、いいまちづくりができるのではないかと思っている。 

 第１８条に「市民参画及び協働によるまちづくり推進計画」を定めるとあり、「市

長が、定めなければならない」とあるが、「市長が定める」というのは、どういう

ことなのか。我々はこれにどのように関わっていくのか、どう繋がっていくのかと

いうことを感じた。 

 まちづくりに関して、課題として検討委員会に報告させて頂くのは、もう少し鮮明

さが必要だということと、もう少し突っ込んでもいいのではないかというのが皆さ

んのご意見かと思う。それと、改めて今、ご質問を頂いた「市長は」という部分で

あるが、首長は、継続性の問題があり、首長が変われば施策の中身も変わるのかと

か、いろんな問題がある。やはり、市政の最大の責任者は市長なので、「市は」と

いう曖昧な言葉ではなく、「市長」ご自身が責任を持って市政を運営していくとい

う意味合いであったと思う。 

 「市は」というと、議会も含まれるので、執行機関のトップである「市長が定める」

ということで、責任を明確にしていると思う。 

 この条例は、「まちづくり推進計画」であると理解すればいいのか。 

➠ 「条例」の中に「推進計画」がある。「推進計画」とは、各課のいろんな事業を体

系的にまとめたものであり、それを作成するのは、やはり、市の責任者である市長

になる。しかし、それらを定めるときには、市長が勝手に決めるのではなく、市民

の方々からもいろんな意見を伺い、先ほども説明があったが、意思形成過程や政策

形成過程など、いろんな過程において、市民の方々の参画と協働によりなされるこ

とになる。しかし、最終的に定めるのは、「市長」になるので、このようにご理解

頂きたいと思う。 

 先ほど、奈良県の方も、このような条例を考えておられるように伺ったが、その場

合、先ほどの話のように、「知事は」ということで始まるのかということと、まち

づくりについて、県は県でご検討されたのか、また、県民に対して、何か示されて

いるのか。 

 奈良県では、平成１５年に「ボランティア・ＮＰＯとの協働ビジョン」という指針

を策定したが、それからもう５年も経過しているため、昨年の８月から、協働推進

円卓会議を設置し、そこで、このビジョンを見なおしていこうということになった。

ただ、奈良市のように、このような条例を策定するとか、具体的なことまでは決ま

っていない。しかし、考え方としては、奈良市が考えておられることとほとんど近

いと思っている。ただ、『まちづくり』という言葉を使うかどうかはわからないが、
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みんなで協働して一緒に地域をよくしていこうという思いで、『地域貢献活動』と

いうようなものを考えている。『まちづくり』という言葉は、どうしても古い街並

みや景観をよくするとか、ハード的なものをイメージしてしまうので、『地域づく

り』というようなものになるかと思っているが、正式に決まった訳ではなく、奈良

市に追いつけていないという状況である。 

 せっかく作るのであれば、奈良県も奈良市も、情報公開して欲しいというご意見か

と思うが。 

 気持ちの奥では、そのように思っている。 

 先ほどの課題に加えて、今、頂いた課題は、奈良県と奈良市の整合性というか、情

報公開をして欲しいというご意見である。その他に、先ほどから、情報の共有とか、

自治会とＮＰＯの話とか出ているが、皆さんが実際に活動しておられる中で、この

条例に関して、こうして欲しいとかいうご意見はあるだろうか。 

 自治会とＮＰＯと両方の立場から見た場合、自治会や、地域の社会福祉協議会や老

人会には市から金銭的支援があるが、ＮＰＯには金銭的支援がない。活動内容とし

ては、どちらも、公益性、公共性のある活動を行っているのに、自治会などの伝統

的な団体には金銭的支援があり、ＮＰＯにはないという実態なので、この条例を機

に、基金のこともおっしゃっていたので、その辺の見直しもして頂けたらと思って

いる。 

 基金の対象として、ＮＰＯへの支援についても考えるべきなのではないかというご

意見である。 

 自治会や社協は、市からの援助があるので、ある程度、地域のことはできるが、Ｎ

ＰＯは同じような活動をしていても、他から助成金をもらってきたりしない限り、

資金が得られない。場所もない、お金もない、そういう点ではとてもハンディキャ

ップがあると思う。この辺りを考えて頂き、いろんな面における金銭的支援のバラ

ンスを考えて頂きたいと思う。 

 現場としては、両面を体験されておられるので、かなり限界があるということが課

題のようである。基金の中身を検討する時に、大元の補助があるところと、そうで

ないところについても、考慮すべきだというご意見である。 

 基金のことになるが、先ほど、寄附文化というご説明があったが、なかなか寄附文

化というのは、今の状況では難しいと思う。この基金の柱というか原資は、寄附金

を考えられておられるのか。 

 まだそこまでは煮詰まっていないが、当然、税金の中から定期的に積み立てていく

が、それ以外にも寄附金を募るという議論であったかと思う。また、企業からの献

金なども考えているが、柱となるものは、やはり市からの出資金がベースになるの
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ではないかと思っている。 

 寄附をするときに減税措置をされるとか、そのような扱いができれば、寄附も、し

易くなるのではないかと思う。 

 寄附文化というのは、言葉では奇麗だが、実際、なかなか難しい部分があると思う。 

 小学校区単位では、自治会、地区社協、民協などたくさんの団体があるが、行政と

市民のいろんな団体と協働するとき、それらの団体を取りまとめる機能がない。地

区社協が中心に取りまとめされているところもあるが、ただ、号令一下で、ものご

とが進む状況にはなっていないところが多い中で、例えば、組織にとって中立的な

立場で、事務局的な機能を果たすキーパーソンとなる人がおられたら、情報の共有

にしても、スムーズに進むことができるのではないかという気がする。それが中学

校区単位でもいいし、全体をコーディネートできる機能を果たせる人がいれば、い

いのではないかと思っている。 

 方法論としては、まさしく、その通りだと思う。先ほどからご意見に出ている情報

の共有や、すべての根源は、コーディネーター的な役割をするところが明確でない

というのが、課題なのではないかと思う。窓口を作るということもひとつの方法だ

が、市全体の窓口ではなく、地域での窓口をきちんとするということだと思う。 

 情報が末端まで、うまく伝わるようにすべきだと思う。 

 中学校区の学校支援本部というのができたと聞いたが、これが、機能としては、そ

の方向なのかなと思っている。子どもというのが中心になっているので、高齢者の

福祉などまでは、手が回らないと思うが、地域と学校がいろいろ支援し合おうとい

うことなので、中学校区ということでまとめていけばいいのではないかと思う。中

学校区は複数の小学校区で構成されているので、範囲もかなり広くなるが、いろん

な活動やいろんな情報があるので、いいのではないかと思う。 

 しかし、中学校区になると顔が見えない弊害がある。小学校区であれば、みんなの

顔が見えているが、普段顔を見ない人たちの集まりというのは、支援活動を行って

いても、非常にネックになる。 

 

≪ グループ３ ≫ 担当：室委員 
 この条例は、まだ出来ていないようだが、市民参画協働ということなので、もう少

し踏み込んだものなのかと思っている。今までは自治会活動というような活動しか

なかった。ＮＰＯの組織を立ち上げたり、そういうことはあったにせよ、自治会の

中でも困りごとがあったとき、なかなか解決できないことが結構ある。参画協働と

いうからにはもっと幅広い活動をしたいという意図があるのかと思って見させて

頂いた。自治会活動といえば、ただ会議を開いているだけで、全く問題解決が出来



 26 

なかったり、儀式的な取り組みで終わっているように思う。私の子どもは障がいを

持っているが、障がいに対する支援は今まで遅れていて、今、急速的に変えようと

いう試みがある中で、障がいを持っていない方には、やはりなかなか分からないし、

疑問や不満がいろいろあると思うが、それを率直に出せず、解決に至らない。ほと

んどが陰の声である。そういったことも踏まえて、この条例の中で改善していくよ

うな方向を考えていくということなのかと思った。今までの既成のものではなかな

か解決できないし、法規制で持っていこうというような強力なものではなくても、

ちょっとした心の問題やお金の問題があると思う。それを、このように意見交換会

をすればお互いが理解できるのではないかと思う。 
 いままで奈良市には「まちづくり条例」はなかった。先の説明にもあったように、

これから２０年、３０年先を考えたときに、奈良市はこんな風になっていたらいい

なというひとつのビジョンを基に、それを実現していくのを行政に任せていたらい

けない。住民が一緒になってやらなければいけないのではないかということで、「参

画と協働によるまちづくり条例」として、今回、法的な位置づけを明確にするため

に条例化しようということである。地域での悩みや課題はいろいろあるし、すぐに

解決できない面もあると思う。しかし、この条例の中で、「学校の役割」というも

のを明記し、地域が良くなっていくためには学校も、もっと地域の中に入っていか

なければいけないということ、そして地域全体として取り組みができるように持っ

ていこうということと、そして、この中に自治会という地域自治組織なども条例の

中で位置づけをしたということである。 
 ここには、「奈良のまちを世界に開かれた、多様性に富み」と書いてある。いわゆ

る文化遺産の問題もあるが、奈良というところは、旧市内と西部地区とでは全く違

う。そういうまちづくりをしないといけない。奈良というと文化遺産ということで、

そういうことをベースにしていろいろと行政も行っているが、二極分化している実

態を理解されていない。 
 都祁・月ヶ瀬地区はまた違うし、奈良はまちだけではない。つまり「まちづくり」

という名前がおかしいのではないか。いわゆる市民があつまっている「まち」とい

うものを考えることが、ピントがずれているのではないか。 
 文化財を持った奈良市の市民であることに間違いはないはずである。 
 「まち」の概念が違うと思う。「都会」という意味ではなくて、平仮名の「まちづ

くり」を考えればいいのではないか。 
 都祁の村の中でも、「まちづくり」をやっておられるではないか。 
 奈良と言えば、必ず、歴史文化遺産があって、それを継承していこうという話にな

っているが、実際住んでいる人間は、文化遺産に関係のない人間が半分くらいであ
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る。我々は、現実に生きているのだから、生きている人間のことも考えるべきだと

思う。 
 現実はそうだと思うが、何故、対立しなければならないのか。 
 奈良県から考えると奈良市というところは文化財をたくさん持っているまちに変

わりはないのではないか。 
 それはそうだが、それは歴史の中のひとつである。 
 「まちづくり」という言葉自体が、みなさんの共通意識にないからである。だから、

みんな何を言っているのかよくわからない。私が質問したかったのは、「まちづく

り条例」という「まちづくり」の意味は、どういう意味なのか。一般的にいうと「ま

ちづくり」というと、ハードの部分が結構多い。 
 そんなことはない。ソフト面ではないか。 
 その「まちづくり」という言葉の理解の仕方が、みなさん共通の意識がないと議論

ができないのではないか。 
 ハード面もソフト面もふくめての「まちづくり」であると思う。 
 昔は漢字で「街づくり」となっていて、それから「町づくり」になっていった。「村

づくり」とかいろいろな言葉があった。もっと住民をきちんと踏まえてソフト面を

中心にやっていこうということで、ひらがなの「まちづくり」が３０年くらい前か

ら使われてきている。もともと村だったから「まちづくり」はおかしいと言われる

かも知れないが、これを例えば「地域づくり」というふうに変えたら、地域とはど

こなのかと言われてしまうので、今はひらがなの「まちづくり」というのが定着し

ていると思う。 
 この場合は「奈良市づくり」と思えばいいのではないか。 
 「奈良市」という「まち」ということであればいいが、地域差はあると思う。その

地域差は地域差でいろいろな考え方を出し合って、それぞれに必要な考え方を組み

立てていけばいいわけである。 
 今までの概念や固定観念をはずさなければならない。今は、外国人がたくさん暮ら

していたり、文化が交じり合ってきているので、日本の昔からの「こうだ」という

考えでは通らなくなってきている。そういうための「まちづくり」であって、いま

まで進んでこなかったところが進んできて、該当しない人は全くわからない。そう

いう中で、特に今、個人主義になって、地域での問題がとても増えてきている。そ

のための「まちづくり」なのではないかと思う。規範だけでは解決できない問題、

法律にひっかからなければ、罰則がなければ何をしても自由ではないか、という人

が増えてきているではないか。 
 そういうピンポイントの話ではなくて、奈良市というまちの中で、人が住んでいる
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場所、景色、何もかも全部含めた奈良市というものを、私たちは市民としてどう関

わっていくのかという話だと思う。 
 確かに部分的なものも大切だと思う。奈良市全体を良くしていきたいというときに、

いきなり全部が一度に良くなるわけではないので、奈良市全体を構成している中の

ひとつの地域として取り組んでいくことも、うまく相乗効果で全体を良くしていく

ということになると思う。 
 日本はこうであるとか、奈良はこうであるとか、固定的に見ずに、いろいろな文化

が交流するようになってきているので、そういった視線は大切だし、もちろん景色

や環境もあるが、実際そこに住む人間をどう理解して、問題が吹き出したときに、

市民参画でどう解決、改善していけるようにするのか、というそういう意図がある

ように思う。 
 バックとしてはある。しかし、先におっしゃったように、「この文化遺産を大切に

していくんだ｣と、そういったことだけを書いているわけではない。 
 奈良は、自治連合会という自治会組織がある。これが９ブロックに分かれている。

こういう検討委員会の委員というのは、この９ブロックから代表者を出して、それ

をベースにして、あとは学校の先生など、そういうベースで、この「まちづくり」

について提案しないといけないのではないか。 
 それは違うのではないか。自治会だけが市民ではないと思う。 
 自治会の意見がすべての市民の意見ではないと思う。 
 市が、各自治会単位に集めてそういう議論をするのであれば、それはやっていただ

ければいい。でも、それ以外にもいろんな活動をされている方もあるわけである。 
 自治連合会に入っていない自治会だってある。 
 みなさん現状がわからないと思うが、学園南地区、道路の向こう側は風致地区であ

る。ここは、風致地区ではない。あそこは大きな森であった。 
 そんなことを言い出したらきりがない。 
 そういう個々の問題には、こういう条例をつくって、その中でいろんな運動があっ

て、いろんな話し合いがあって、そこで解決していくものであって、今ここでその

話をされても、ここで解決するようなものではない。 
 緑美しいまちづくりと書いているが、それを伐採してマンションや学校を建ててい

る。そういうことを全部、行政がやっている。やはりその土地に関係した人の意見

を十分聞かなければいけないのでなはいか。 
 そこで、みなさんの意見を集約することは大切だ。 
 だから、検討委員会の委員の構成も、十分に吟味していただかないといけない。 
 検討委員会のメンバーは、奈良市自治連合会の役員の中から一人入っているし、社
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会福祉協議会の会長も入っておられる。 
 しかし、その人が我々に相談したかというと、そういうこともないし。そういうグ

ループで下地を作ったうえで人選して推薦するということを、そういうふうにして

集約していかなければならないと思う。 
 こういう条例をつくるために、学識経験者や地域の代表の人や他にも１０人集めて

素案としてたたき台を作られた訳だから。 
 知らないと言われるかもしれないが、公募委員も募集した。 
 それは知らない。 
 既にこういう条例案ができているので、この中身を話して欲しい。 
 だから、中身がこれでは、どうしようもないと言っている。 
 では、意見を書いて出せばいいではないか。 
 意見を募集しているのだから、文書で出せばいい。 
 いろんなことを、精査した上でやらないといけない。一からやるのであればこれで

いいが、現状を踏まえた上でやっていかなければいけないのではないか。 
 では現実にどこが問題なのかということをおっしゃればいいのではないか。 
 これではだめだと全否定されるわけか。 
 これは土台なので、具体性のあるものにしていかなければいけないのではないか。

これは市の憲法みたいなものだから、これはこれで結構である。 
 これは、市議会を通過しないと条例として成立しないわけである。だから、今は、

案の段階である。そこで、みなさんご意見を聞かせてくださいということで検討委

員会が言ってこられたので、みんなで集まって議論している。 
 ひとり何分と決めて意見をきちんと言いましょう。そうでないときりがない。 
 まちづくり条例といっても、全てを包含している訳ではない。「奈良がこうなれば

いいな」と、そうするためにみんなが一緒にやりましょうという、「参画と協働」

によるまちづくり条例であって、この条例が通って、このあと、推進計画を行政と

してどのようにまとめあげるのか、そこに住民の方の意見をどう反映させていくの

かという、そういう流れになっていく。基本的な意見の仕方として、これでは駄目

だということであれば駄目な部分をおっしゃって頂きたい。 
 駄目だとは言っていない。つくることはいい。 
 「まちづくり」はとても範囲が広いので捉えにくいし、地域でも結構いろいろされ

ているので、例えば、「環境問題を取り上げる奈良」とか、「音楽のまち奈良」とか、

「平和を宣言できる豊かな国際性に満ちた奈良に育てていこう」というようなメッ

セージを、日本の国、まほろばの奈良として打ち出すような方向付けが出来るよう

な「まち」なのかと思っている。桜井市を訪れたときに、駅を降りたところに「平
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和宣言のまち」と書いた綺麗なトーテムポールが立っていた。 
 奈良市もそうである。 
 桜井市はこういうメッセージを出すぐらい、革新的な考え方の市なのかと、思わず

見直した。奈良市もそういう意味合いのものを考えてみてはどうか。例えば、ドイ

ツの環境問題はとても進んでいると聞くので、そのドイツと交流するとか。 
 何をするのかということでは、奈良市総合基本計画というものがあって、それに従

って行政がやっていくので、何をやるかではなくて、どういうやり方をするのかで

ある。それを行政が一方的に勝手にやるのではなくて、きちんと住民の参加を得て

やってください、というのがこの条例の趣旨である。 
 この条例はいいと思う。基金というのもあった。本当に、活動には資金が必要であ

る。 
 「市民参画及び協働」と書いてあるが、「協働」という言葉はいらないのではない

か。「参画」だけでいいのではないか。定義を見ると、「参画」も「協働」もほとん

ど同じである。「協働」を持ってきた理由は何かというと、市民がもっと働きなさ

い、と言いたいためだと思う。それは「参画」だけでも果たされている。「協働」

というと市のほうが責任逃れをして市民がもっとやるべきだと言いかねない。それ

ともうひとつ、地方自治体が今まで知恵を出しながらまちづくりを行ってきたが、

改めてここで「まちづくり条例」が出てきた理由は何かというと、行政や自治会な

どのシステム的な仕組みだけでは、もうできなくなってきているので、市民一人ひ

とり、組織に属さない人間の非公式な意見を全部くみ上げようということが目的だ

ろうと思う。そのあたりをもっと強調してもいいのではないか。３つ目は、審議委

員の中で、第１６条には「公募などで広く求める」と書いておきながら、第２０条

では「優れた識見を有する者のうちから市長が委嘱する」となっており、行政のほ

うから委嘱するということについて、矛盾はないのかという、技術的な疑問である。 
 基本理念はこれで十分だと思う。委員さんも専門家で、きちんとチェックしておら

れるわけだから、それをいかにやるかということが大事であると思う。こういうと

きには、それぞれの立場において、高齢者や、子ども、母親の問題など地域によっ

ていろいろ課題があるので、そのように具体例を挙げて、地域のリーダーを選ぶ。

そういう地域のリーダーが、少なくとも３年で３期、９年は務める。そこで、地域

のリーダーはいい発想をもっているなということになる。そして、基金的な問題が

出ていたが、今朝も、定額給付金の話が出ていた。これは、消費の拡大というねら

いがあるのでしょうが、そういったことも有効に使わせていただいて、まちづくり

に貢献する。もう一点は、リーダーにはアクションのスピーディーな人を選ばなけ

ればならない。私の地域では、例えば「電灯が切れました。付けてください」とい
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うと、すぐ付け替えてくれる。リーダーになる人は、そういう行動力のある人でな

ければならない。それが大事であると思う。 
 それは条例ができてから考えればいいのではないか。 
 条例は基本的な理念であるからそれでいい。理念はみな同じである。安心して安全

なまちづくりということでも動いている。そしていろんな問題点が出てくれば、地

域行動改革推進委員というものを新たにつくる。そのようにすれば、もう少し奈良

も活性化するのではないかと思う。 
 このような条例ができるということはとてもいいことである。内容も、だいたい網

羅しているのでいいと思う。重要なのは推進計画を立てて、実際にどのように推進

していくのかということが重要である。いろいろな市町村のＮＰＯに関わっている

が、奈良市の場合、市民の参画が弱いように思う。市民の色が、行政の色になって

くる。私は温暖化のことについて活動しているが、京都市などはもっと市民の動き

がある。市民が行政を動かしていくぐらいの力がないと、この条例は動かない。そ

れに、行政は人も足りない、お金も足りないという状況なので、市民も権利ばかり

言うのではなく、私たちは「こんなことができますよ」と働きかけていかないと変

わっていかない。そういうことを、いろんなところで見て感じているので、こうい

う条例ができて、推進計画をどうしていくのか。また、審議会の委員に関しても、

おそらく専門家がある程度入って、公募委員を何名か募集されるという状況になる

と思われるので、そういったところに積極的に市民が応募すればいいと思う。関心

があるのであれば、どんどん意見を文書で出していくべきだと思う。しみんだより

にも、委員を公募される記事が掲載されているので、市民が積極的に関わるべきだ

と思う。とてもパワーがいると思う。 
 いろいろやってきたが、やりだせばこちらが全部責任を持って動かなければいけな

くなる、お金まで出さないといけなくなる。それでは続かない。 
 お金を出せとはいわないが、声はやはり出すべきである。 
 声を出すと、ものすごい反発がある。 
 中身を知りたければ、傍聴会もあるので聞きに行けばいい。 
 この「まちづくり基金」というものがこの条例の中に出ているというのが、とても

嬉しい。寄附金にしても、「ぜひ、まちづくりのために使って下さい」とか、「この

お金をこのために活用してください」という方が出てくると思う。ＮＰＯセンター

ではそういうものもやっているが、それはセンターだけのことなので、市民自身が

そういうことを考えるべきだと思う。 
 今でもそれは、社会福祉協議会でやっておられる。 
 すでに社会福祉協議会などに寄附をされておられる方々もいるが、でも一般市民は、
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「お金なんて出したくない」と思っているのが現状なのではないか。 
 市民公益活動や市民公益活動団体という言葉が出てくるが、ここではじめて聞いた

言葉である。これは公になっている言葉なのか。よく、市民団体とか、ＮＰＯ団体

という言葉は聞くが、公益活動というのが聞いたことがなく、ひっかかる。これは

どこから出てきた言葉なのか。 
 ２０年以上前から使っている言葉である。我々のような市民活動側で使われている

言葉である。単に「市民活動」と言えば、何でもいいのかということになってしま

うので、「公益」を入れることによって、市民の公益的な活動という意味で、９０

年代から我々側が使ってきた。ここでは完全に「ＮＰＯ」と言ってもいいのだが、

ＮＰＯだけではない、もっと広い意味であると理解して頂きたいと思う。 
 奈良市がこういった条例を持っていなかったということを、今日、知った。それと、

自治基本条例というのをすでに持ってらっしゃる市があるということも、今日の説

明でわかった。そこで、この「まちづくり条例」は、もっと大きく捉えた条例なの

かと思っている。こういう条例を持った上で、私たち市民が活動をきちんと行って

いくということになるのはとてもいいことだと思う。しっかりやっていくことは、

とてもしんどいことであるが、そういう後ろ盾ができたということかと思った。 
 自治基本条例のほうが上である。自治基本条例の中には住民投票など、他のことが

いろいろ入ってくる。奈良県内では、生駒市と大和郡山市が案までできていて、ま

だ議会には通っていない状況である。我々は自治基本条例をつくりたいと言ったが、

まだ奈良市の体制ではそこまでいかないので、その自治基本条例の中の「参画と協

働」の部分にターゲットをあてていこうということで、このような条例になった。 
 これは、市民がまちづくりに参画するためにはどうすればいいのかという枠作りを

考えているのであって、個々のことは言っていない。個々のことは、この条例をつ

くってからやっていけばいいわけで、その前にこの条例を一般の市民によくわかる

用語にして頂きたいと思っている。例えば「協働」という言葉があるが、協働とは

新しい言葉で、わりと行政用語に近いものである。そういう言葉をわかりやすく解

釈したものも必要だし、全体としてわかりやすい言葉使いにして頂きたいと思う。

そうしないと市民も分からない。分からないからいろんなことを言い出してしまう。 
 イメージとして「公益」とか「協働」という言葉が出てくると、昔の勤労奉仕のよ

うなそういうイメージがどうしてもある。 
 この条例に基づいて、きちんと市民参画するからにはこういうやり方でないといけ

ないという枠作りである。「協働」という言葉も、行政と市民だけの協働ではなく

て、市民間の協働など幅広い意味のものである。最終的には、解説集も作ることに

なると思うので、ご理解頂きたい。 
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 ≪ グループ４ ≫ 担当：川村委員、辻中委員 
 この条例では、「評価をする」ことが書かれているので非常に良いと思った。 
 基金を設置するということで、寄附金を募るということであるが、その内容はどう

いうものなのか。また、その基金の運営ということではかなり透明性も必要になっ

てくるが、そのあたりをどのように考えているのか。また、義務と権利について謳

われているが、義務ばかりが大きいように思われるので、整理して頂いてわかりや

すくして頂きたい。 
 「市民公益活動団体」と「事業者」とあるが、社会福祉法人はどちらになるのか。

同じ福祉関係でも、障がい者や高齢者に対してＮＰＯとして事業をされているとこ

ろもあれば、社会福祉法人の資格を取って事業をされているところもある。定義の

中で、ＮＰＯで運営されているところはわかるが、社会福祉法人はどちらに入るの

か。事業者といえば、営利を求める企業も入るが、社会福祉法人となると、むしろ

ＮＰＯに近いと思われる。細かいことであるが、条例をつくるときに、イメージす

るものが、微妙に違ってくると思う。そのあたりがわかりにくい。 
 検討委員会としては、市民公益活動団体の中に社会福祉法人も入っていると考えて

いるが、最後に確認したいと思う。 
 気持ちとしては、社会福祉法人も、広く入れていきたいということもわかるが、定

義ははっきりしてもらいたいと思う。 
 検討委員の中に市議会議員の方は入っているのか。 
 市議会議員は入っておられない。 
 市民が直接参加するという考え方を言うと、まず市議会議員が文句を言う。そうい

う調整はできているのか。 
 メンバーの中に市議会議員は入っていないが、この条例も最終的には議会を通すと

いうことになる。 
 では、議会を通らなければ実現できないのか。 
 そういうことになる。 
 先ほどの説明の中で、この条例は自治基本条例ではないということであったので、

その点で、われわれの意見がいくらでも言えると思った。これはあくまでも、まち

づくりのための基本条例であるという、共通の基盤の上で成り立っているというこ

とをはっきりしてほしいと思う。それと、こういう条例をつくるには、市民の意識

改善と市職員の抜本的意識改善を行わなければ意味がないと思う。 
 それを変えるために、われわれはこの条例を検討した。 
 この中に、市職員の教育のことが書いてあるのはとてもいいことである。例えば、
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公園で犬の散歩をしていても、市民のモラルが低いので糞を持って帰らない。とこ

ろが、それは市がきちんと規制している。そのことを市の職員と話していたら、知

らないと言うことがあった。市民が守らないのも当然である。そういうことをなく

すべきである。 
 市の職員に対して教育をしていかなければならないし、また、これらの問題をまと

める窓口をしっかりしなければならない。これははっきりとこの条例の中にもでて

いるように、担当課を明確にするというのは、大きな改善だと思う。 
 市の職員は、法令を遵守して、それを実行する権限を持っており、そして、市民の

権限を制限する。一方、市民の行為を制限する禁止事項というのは条例にもたくさ

ん書いてあるのに、それを知らない市の職員が多い。 
 市民のモラルというものはなかなか規制しにくいもので、いくつかのＮＰＯや事業

体でもひどいことをやっているところはある。それはある程度は行政指導でどうに

かできるが、その行政指導が甘かったり、やる気がなかったりする。こういう問題

は、この条例の守備範囲ではないのかということを聞きたい。「まちづくり」とい

う概念で、皆さん、何か物を作りましょう、活動しましょうということなのか、行

政の質を良くしていこうというような活動も含まれるのか。例えば、敵対的かもし

れないが、情報公開で「出せ」と言って、よく審議会みたいなことをするが「却下

だ」というようなこともある。一緒にやりましょうとは言うが、ある程度距離を置

いて、なれあいにならないような、オンブズマンであるとか、市からすると嫌がら

れそうな、そういったことも含めてのまちづくりが守備範囲なのか。この条例は自

治基本条例ではないということなので、まちをきれいにしましょうとか、何かを一

緒にやりましょうとか、そういう意味のまちづくりを言っているのかを知りたい。

何も一度に包括的なことをやってほしいということではないが、イメージとしてま

ちづくりの概念を検討委員会ではどのように考えているのか。まちづくりや、市職

員の意識も含めてどうお考えなのか。また、そういうことまでは、考えておられな

いのかという気がした。いい形で、善意でやっておられるところだけを対象として

おられるようであるが、そうではないところのことはあまり考えておられないと思

われるので、確認しておいて頂きたい。 
 市民参加ということで、情報が開示されることをある程度おさえていこうという部

分はあると思う。行政側も情報を出すことで、おかしなこともできないし、情報を

開示することで、皆が見ることになるので、ここはおかしいのではないかとチェッ

クもできるわけであって、双方のいい部分での市民参加ということで、私は善意に

見ている。 
 情報公開条例とかでもっと良くするとか、そういった広い意味での改善に過ぎない



 35 

のではないか。 
 個々の運営のテクニックは当然必要だと思う。そこまで落とし込んでやっているの

かどうかという質問であるかと思うが。 
 いろいろな条例が既にあるわけで、その条例を改善して、情報公開をもっと実質的

にしていこうとか、そういった工夫であるから、ここには入れなくていいと思うが、

専門の方がおられるからきちんとやっておられると思うが、この条例の守備範囲は

たぶん、そんな包括的なことではないと思うので、情報公開であれば情報公開条例

のほうでもっとやっていくとか、そういうようになっていくと思われるが、そのあ

たりのイメージがわからなかったので。 
 情報公開については、情報公開条例でということで考えている。これは「まちづく

り」に関しての規定であり、自治基本条例とはまた違うが、その中で、公開もきち

んとしていくということである。 
 私は素人ですから、これだけ見ると全部入っているのかなという印象を受ける。そ

うではないということを理解する必要がある。 
 この条例（案）には、市民の参画ということが謳われているが、ＮＰＯなど各種の

団体の場合は、比較的、意見を反映する場がある。ところが、市民参加と言いなが

ら、全く、自治会の役員などでもなく、ＮＰＯにも参画していないというような個

人の場合の参画の仕方が非常に難しい。どこへ意見を持っていけばいいのか、市に

窓口を設けるとかいうこともあるが、なかなか個人が、その度に、市に電話して意

見を述べるのも難しいし、ある意味、勇気がいることである。そういった意味で、

一個人としての市民参加の仕方をもう少しわかりやすくしてもらえればいいと思

う。 
 ＮＰＯの場合には継続的な活動であるということが書かれているが、市民の場合は

そういうわけにはいかない。しかし、ここには市民と書いてある。そうでなければ、

市民は削除したほうが、はっきりするのではないだろうか。 
 世の中も変わり、まちづくりにしても、みなさんが市や組織に対して物を言わない

といけない。市民一人ひとりがどこへ言えばいいものかと、片っ端から電話をして、

アピールする、文句を言う、提案をする、こういう作業がどんどん必要になってく

ると思う。そういう世の中を我々としては期待しているわけである。 
 例えば、どこかに窓口ができて、その窓口の人が行政に連絡をしてくれて、次はそ

の行政の職員がきちんと最後までやってくれるのか、又は、適当に聞いて適当な行

政指導をしていないか、そういったところまで評価できるように、自分たちと市の

職員を見てくれる窓口ができればとてもいいと思う。 
 結局、どこかひとつの窓口で受けるということになると、よくないと思う。やはり
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こういう場で、円卓会議のような形のところへ行って意見を述べる方がいい。個人

が言って個人が受けていて、その人の判断で終わってしまうと、本来その人の言い

たかったことが相手に伝わらないということも考えられるので、窓口といっても、

もっと違う形のものがあればいいと思う。 
 ここの第２条の定義に、公益活動団体といっていろいろと並べてあるが、この中核

はどこと考えているのか。私は自治会でないかと思う。自治会というのはほとんど

の市民が参加している団体である。一部参加されていないところもあるが、市が、

こういう会合があると言ってくるときには、自治会を通して言ってくる場合が多い。

自治会は無視できないわけである。ところが、自治会に対して市からの働きかけが

不十分であるからと文句を言うと、自治会は自主団体であって市は主導する立場に

ないというような発言をする。そんなことを言っていては、自治会自体がない地域

をどう指導していくのか、どう盛り上げていくのか、ということになるので、やは

り中核団体があればいいと思う。例えばボランティア団体にしてもＮＰＯにしても、

何かの目的で何人かの人が集まって組織しているわけだから、その下部組織に入っ

ている人たちはみんな自治会の会員だと思うが、会員にしないといけないと思う。

その点が非常に曖昧である。 
 自治会を中心にして、やったほうがいいというご意見なのか。 
 いえ、中核団体をどこに見ているのかということであって、私は自治会を中核団体

と見るべきだと思っている。市民の大半が入っているので、それを軽視してはいけ

ないと思う。 
 自治会が機能していれば新しいものをつくる必要はないのではないか。自治会でい

い訳ですから。 
 自治会でいいと思う。環境の問題にしても、まちづくりの問題にしても、ほとんど

の活動を自治会はやっている。 
 活発にできていないところもあると思うが。 
 活発にやればいい。例えば防災の組織、これは条例もできているが、そういうもの

も自治会に働きかけてやっていかないと出来るはずがない。 
 それで、新しいことをつくろうとしているわけだと思う。 
 得意、不得意があると思う。地域に関係しての清掃活動などは自治会が得意なこと

であると思うし、福祉ならどこか遠くの施設ではなく、今まで暮らしてきた地域の

中で老後も暮らしたいということになるので、そういったことでも自治会が関係し

てくるし、それぞれにいろいろな内容があるのでそれはうまく得意分野で盛り上げ

ていくことが大事だと思う。自治会もいらないとか、ＮＰＯもいらないではなくて、

場合によってはそれらが協働していくことも、日常的な部分で大事なところがでて
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くると思う。 
 ボランティア団体でも、お金がなければ何もできない。だから自治会に依存して、

自治会は自分たちで会費を出して、市からの交付金をもらって運営しているわけだ

から、そこからいくらか補助してもらって活動しているボランティア団体もある。

福祉の問題にしても、民生委員などがおられるが、その人たちも自治会にリーダー

的役割としてたくさん入っている。そういう人たちが密接に自治会の役員と連絡を

取り合っていけば、いろんな問題を解決していく方法が見出せるはずである。 
 自治会にも、非常に進んでいるところと、そうでないところがあり、レベルの違い  

が相当ある。 
 そうではあるが、そんなことを市職員に言うと、それは住民の問題だからそこまで

はタッチできない、というような言い方をされる。しかし、そこはやはり、足を運

んで、役員を通じてとか、盛り上げていかなければいけないと思う。 
 ではやはりこういった条例がいるということですね。 
 反対しているわけではない。とてもいいことだと思っている。ただ、参加する人た

ちがこれをどれだけ理解してくれるのか。 
 そのための活動は必要であると思っている。 
 私の地域は住民自体も大変モラルが低い。役所の人たちも、自分たちの権限を放棄

したような発言をされる。おかしいのではないかと思う。 
 私の地区は、４年前に合併になった都祁地区である。こういった基本的なものは、

そのレベルの差を近づけるために必要かと思う。外枠をまず作って、レベルをここ

まで持っていけるかどうかは、行政の指導にかかってくるのではないかと思う。自

治会は自主団体といっても、裏づけの経費もいるし、そういう意味でも、私として

は、最低基準レベルをこれくらいまであげるということをして頂きたいと思ってい

る。合併以前は村だけだったので、自治会そのものではなく、地区には総代と呼ば

れる人がおり、ラインができていた。そのために、自治会にしようとしたとき、か

なりの抵抗もあり、なじまない部分もある。時間はかかると思うが、レベルが近づ

いていけばいいと思う。 
 その都度、５年と言わず、時代に合わせて変えていかなければならないと思う。 
 レベルに合ったように改善というのは時間がかかると思うが、一本化することは難

しいと思われるので、そのあたりの差は容認していただいきたいと思う。 
 自治会の話は、まだわからないが、私の周りには１０代、２０代、３０代の人たち

がいるが、本当の市民参画を考えたときに、そのような年代の人たちも本当に参画

してくれるのかなという疑問があり、その部分をどうしていけばいいのかと思う。

個人として行政などに働きかけていこうというような友達はあまりいないし、ボラ



 38 

ンティアに参加している人は、話だけでも聞きに言ってみようかという気はあるが、

個人としては参画という意識はあまりないように感じる。 
 少ないけれどもいるはずなので、それをあなた自身の力で、どうやって一人を二人

にしていくのかである。１００人のうち３０人もそういった人がいれば、世の中す

ばらしいわけで、だいたい、少ないのが当たり前です。何かを自分で発信している

と、何年かたつと仲間ができるものである。 
 市で行っている「まちかどトーク」、これは言ってくればやってあげましょう、説

明してあげましょうというもので、その中でも苦情や要望は受け付けないと書いて

ある。市民の声を聞くと言っておきながら、困っている市民の苦情は聞きませんと

いうのは、どうかと思う。 
 「受け付けない」と言う前に、本当は、「受け付ける場合もあるし、受け付けない

場合もあるけれども、おっしゃってみてください」というのが基本である。苦情が

あれば言ってもらうけれども、全部に対応することはできないとか、聞くという態

度がなければおかしい。 
 これは、言い方の問題もあると思う。苦情にしても希望的に、「このようにしては

どうですか」と言うのであればいいと思うが。 
 例えば、行政指導が甘いとか、そういったことは苦情ではなくて、必要なことであ

る。例えば、街路樹を強剪定している地域と、していない地域がある。これは、き

っと、街路樹の枯葉が落ちて、雨に濡れてひどいので、どうにかして欲しいという

文句を強く言ってくる地域は、行政としても面倒なので、掃除するよりも、落ちる

前に強剪定しているのだと思う。市内を走っていても、枯葉がバラバラ落ちている

地域もある。このように対応が違うと、どっちがいいとか悪いとかではないが、苦

情とは一体何なのか考えさせられる。市にとって、役に立つ苦情もあるだろうと思

うが。 
 市は管理意識がないというか、樹木のひとつも市の財産であると思う。この前、近

所の幼稚園の周りの木を３０本ほど切り倒した。なぜかというと、金網の塀の部分

に卒園記念に何かを貼りたいが、木があると見えないので、バサバサと切ってしま

った。本当にそれでいいのか、市民の声なのか、と思った。 
 苦情というのはとても難しく、短絡的に見ると苦情なのかもしれないが、それをう

まく解釈すると、すごく大事なまちづくりにつながってくるかもしれない、街路樹

とはどうあるべきなのかということにつながっていくわけである。また、苦情を言

った人も、そんな身勝手なことを言ってはいけないんだという学びの機会になるか

も知れない。何か、リスクを負いたくないというか、責任になるようなことは、し

たくないというか、とにかく、無難で最悪の事態にならなければいいという感じな
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ので、そこが、まちづくりのなかで心配なところである。 
 この推進計画と基金と審議会の具体的な内容は、わかるようになってくるのか。こ

れはその都度、開示、発表されていくのか。 
 まだ、詳細を詰めていないので、わからないが、やっていくはずである。 
 推進計画はまだ出来ていないのか。 
 それは、まだ出来ていない。 
 私は年をとりすぎて、この話がなかなか分からない。いろいろな講演会を聞きに行

くが意味が分からない。今、マスコミでもよく言われているが、隣近所のコミュニ

ケーション、近所付き合いについて、お伺いしたい。私は４０年間、同じ土地に暮

らしている。妻は昨年亡くなり現在一人暮らしであり、毎日車で走っている。われ

われの班は１６軒あるが、回覧を持っていったときに話をする程度で、回覧もポス

トに入れておくだけのときもあり、話をする場がない。４０年居ても、顔も知らな

い、話もしたことがない人がいる。それを、どのようにすればコミュニケーション

をとることができるのか、それが知りたくて今日は来た。どうすれば隣近所のコミ

ュニケーションが図れるのか。 
 それはやはり、ご自分で、図書館や公民館、生涯学習センターなど、そういったと

ころへ出て行って、そういう仲間の中に入っていかないと、「誰も寄ってきてくれ

ない」と言っていたのではいけない。橿原にある「健やか奈良支援財団」、これか

らコミュニケーションを図っていったり、一緒にやっていく活動、スポーツやウォ

ーキングなど、そういった仲間の中に入っていくとだんだんと友達もできてくる。

自分から入っていかないと、誰も「おいでおいで」とはなかなか言ってきてはくれ

ない。 
 そう言われるので、家の中にいるのではなく、車で外へ出て、講演会などに参加し

ている。 
 車で行くのがよくない。自転車に乗ったり、歩いたりしたほうがいい。 
 基金について、先ほどの説明では、市の補助だけでなくて寄附金を募るということ

であったが、寄附金と言うのはかなり難しいのではないか。どういう訴え方をする

のかにもよるが、理解を得て寄附してくれることに期待をするのは非常に難しいの

ではないかと思うので、どうＰＲしていくのかという検討をしていって頂きたい。 
 

【 グループ別意見発表 】 
≪ グループ１ ≫ 中川副委員長 
 条例の中身がわかりにくい。この条例ができれば何が良くなっていくのか。 
 いままでにこのような条例がなく、ようやく出来た。あったほうがいい条例であ 
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る。 
 パブリックコメントについて、ほぼ完成間近な時期にパブリックコメントをされて

も、出てきた意見を反映しようがないのでは。 
 京都市の条例を見てみれば、市の職員自身のあるべき姿、このように自己啓発し、

市民社会に参画するべきであるということが書いてある。そこまで踏み込んではど

うか。 
 まちづくりに関わって、「市民は～せねばならない」というような義務的な話が多

いが、自分たちの主体性で行うまちづくりに対する、その主体性を尊重したような

ニュアンスをもう少し強めた文章にしてはどうか。 
 基金制度が動き始めれば、必ず表面化してくるのが、既成の補助金制度との整合性

はどうなのかという問題で、これは避けては通れないのではないか。いろいろある

補助金の中には、既得権化している補助金もあるのではないのか、それに比べて、

基金で運用されて助成されるときには、プレゼンテーションなどの公開審査があり、

事後報告などの当然の義務がある。そうなれば、それにあわせて現在の補助金も洗

いなおして、説明責任や公開の義務などを持ってもらうべきではないか。そういう

補助金整理も必要になってくるのではないか。 
 既に構想が進んでいる「（仮称）市民活動支援センター」の委員会と、この条例で

設けるという審議会との関係はどうなのか。この条例にある計画をつくるのが審議

会なのか。 
 この条例は、コミュニティ型の自治会、町内会をコアとした、地域活動団体も対象

としているし、市民公益活動団体も対象としている。この条例が施行される段階で、

この２つの政策には当然弾みがつき、前へ前への進ませざるを得なくなるものであ

る。 
 条例制定以前にこのような意見交換会を設けたことは、奈良市としては画期的なこ

とである。条例制定後も、このようなワークショップを粘り強く全地域的に展開す

べきである。そうしなければこの条例はなかなか動いていかないと思われる。 
 

≪ グループ２ ≫ 野崎委員・八坂委員 
 まちづくりのイメージをもう少し明確、鮮明にして欲しい。 

 県と市の連携を図り、情報の共有をして頂きたい。 

 基金を検討する際には、もともと補助金等が出ているところと、そうでないところ

があるので、バランスがとれるような配分をお願いしたい。寄附金の所得控除につ

いても、検討してほしい。 

 全体的にコーディネートできる方、或いは一本化できる窓口をどのように作ってい
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くかを検討しないと、実質的な活動が活性化しない。 

 

≪ グループ３ ≫ 室委員 

 まちづくりという言葉がおかしいのでは。旧市街地と西部地域、都祁・月ヶ瀬地域 

では全く地域事情が異なるということを踏まえて議論が行われたのか。 

 条例制定後の推進計画が大切である。 

 リーダーには、スピーディーで行動力のある人がなっていかなければならない。 

 「協働」という言葉はもういらない、「参加」だけでいいのではないか。「協働」と

いう言葉は、昔の勤労奉仕のように行政が何でも押し付けようとするニュアンスに

受け取れる。 

 言葉が難しい。一般の市民にもわかるような言葉を使ってほしい。「市民公益活動」

という言葉もはじめて聞いた。 

 

≪ グループ４ ≫ 川村委員・辻中委員 

 条例をつくりっぱなしではなく、評価する規定があることがとても良い。 
 この条例の位置づけがわかりにくい。自治基本条例なのか、また、情報公開条例と

の関連がわからない。 
 条例策定後の方法として、基金や推進計画、審議会の具体的な中身についても、こ

のような討論会のようなものは実施しようと考えているのか、また、それらの規定

はいつごろできるのか。 
 基金について、その内容を知りたい。透明性が担保されるのか、また、寄附金を考

えているようであるが、実際に寄附金とはどの程度集まるものなのか、かなり難し

いのではないか。そういう意味で、この条例の宣伝などをどのように考えているの

か。 
 義務と権利という項目があるが、義務ばかりが目立っていて、「させられている」

ということの方が強い感じがする。 
 自治会や各種の団体にもレベルがいろいろあるので、協働していく上で、それを繋

げるパイプ役が必要だと思われる。 
 社会福祉法人は、事業者に入るのか、ＮＰＯに入るのか。 
 市民公益活動団体とはどういったものなのか。 

 

【 まとめ 】新川委員長 
・ グループごとの意見を聞かせて頂いたところ、私どもの提案に対して、適切に理解

してもらいつつあるのではないかと感じた。何を狙いにして、どのような目標を達
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成しようとしていて、それに向けて、どんな手順を用意しようとしているのかにつ

いては、ある程度、イメージに近いものができ、一定のご理解を得ることができた

のかと思っている。 
・ 併せて、こんな条例は不要だというようなご意見も出るかと思ったが、さすがにそ

れはなく、一安心している。 
・ 本当に市民の活動を活発にしていくためには、市民参画やいろんな場面での協働を

進めていくために、この条例の中身が多くの人に分かりやすくて、使い勝手のよい、

そういう条例にならなければ意味がないのではないかというご指摘が共通してあ

ったかと思っている。この点は、誠にその通りだと思いつつも、もう一方では、今

回、皆さま方にお示しするためには、条例の条文の形にまとめなければならなかっ

たという制約があるということを、ご理解頂きたいと思う。 
・ いずれにしても、言葉をできるだけ明確に定義することと、もう一方では、この条

例が、誰をどのように拘束するのかということをきちんと書かなければいけないし、

人によって解釈が違うようでは困るので、このような、分かりにくい、入り組んだ、

ややこしい表現をしてしまっている。ただ、今後、この条例が制定される段階にな

れば、この条例をどのように理解すればいいのか、具体的にどういうふうに運用す

ればいいのかについては、この条例の解説書や、実際の運用にあたっての行政のマ

ニュアル、それから、市民の方々にご理解頂くためのパンフレットのようなものは、

用意すべきだとずっと思っていたし、検討委員会の中でも部分的ではあるが、議論

してきたところである。 
・ 条例の文章そのものが、日常の言葉のようにもっと分かりやすい言葉で書き表わす

ことができれば、それにこしたことはないが、そうすればするほど、ますます、こ

の条例が何をどこまでさせようとしているのか、わかりにくくなる、意味が曖昧に

なってくるので、今回は、従来の法令文書の形で出させて頂いた。これについては、

全く努力をしないという意味ではなく、もう少し検討の時間があるので、私どもと

しても、できるだけ努力していきたいと思っている。 
・ 二つめに、条例の中身について、なかなか、一つひとつの意味が分かりにくい、イ

メージが沸きにくい、また多様な市民の構成を考えると、この条例で何をどこまで

範囲にするのか、それぞれがちゃんと、個々の事情に対応できるのかについて、ご

意見を頂いたかと思う。それは、この条例が、本当に市民にとって、役に立つ条例

になるのか、また、市民参画や協働というものを本当に実際に効果的に進める条例

になるのかどうかという疑問につながるご意見だったと思う。その点においては、

この条例の中に、ご批判はあったが、ともかく、必ずしなければならないという義

務という言葉をたくさん入れさせて頂いた。また、努力という言葉も入れさせて頂
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いた。そして、特に明確な義務付けがされているのは、奈良市の市政の義務という

ものを大きくとりあげさせて頂いたところである。市民の皆さん方については、役

割とか、努力してくださいという言い方にとどまっている形になっている。 
・ こうした市の義務の中で、計画づくりや、基金づくりということを、実際に効果的

に参画や協働を進めていく上での重要な足がかりとして、この条例の中に定めたも

のである。これは、行政として、いろいろな施策を計画的にどのように実現をして

いくのかについて、まずはきちんと表明し、そして、そこで参画や協働が進んでい

くための必要な基金、資源を市民に提供できるようなものをつくることで、一定の

効果をあげようとするものである。しかし、それがただ単に形だけで終らないよう

に、監視する市民参加型の「市民参画及び協働によるまちづくり審議会」のような

組織を設置し、また、これも設置する努力をすればいいということではなく、設置

することにしているので、条例ができたときに設置しないと、条例違反になる。こ

のような構成で、なんとかこの条例が実際に効果のあるものになるようにしたいと

思っている。 
・ もう一方では、ご指摘があったように、本当に、一つひとつのニーズに実際的にど

う応えるかというのは、この条例が出来上がった後の運用が始まる段階でようやく

見えてくるということもあるので、この条例の策定に関わった我々検討委員もそう

だが、同時に、本日ご参加くださった皆さんや市民の方々が、条例制定後の運用に、

しっかり市民的な目で監視されることと、また、市民からいろんな提案などをして

いかれることで、この条例をよりよく育てて頂く事が必要なのではないかと思って

いる。多分このまま行けば条例化されると思うが、この条例は、市民参画と協働に

よるまちづくりの大枠を作ったものなので、これを、形だけで終らせないで実質的

なものにするのは、ここからの努力がまた更に必要であるということを強調してお

きたい。 
・ 重要な論点の三つ目として、従来の行政の縦割りや、県と市の関係、他市町村との

関係などについて、どう考えていくのかということであるが、もちろん地方分権の

時代なので、県も市も、また各市町村も自主自立の精神で、それぞれのまちづくり

を進めていくことが大事なのではないかと思っている。しかしまた、奈良市民の皆

さんは、奈良県民でもあるので、県と市の考え方がお互いに共有されて、協調でき

るところは協調していく、協力していけるところは協力していくことが必要で、む

しろ、もっと積極的に行政と行政の間でのパートナーシップ、協働というのを進め

て頂きたいというのが、私たちの願いでもある。もちろん、「連携していきましょ

う」ということを敢えてこの条例の中にいれていくためには、カウンターパートナ

ー（いくつかの組織が集まって物事を進める場合に、直接交渉ごとやコミュニケー
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ションなどのやりとりをする相手。）である奈良県側でも、同じような条例の中で

同様に、「奈良市との協働を進めましょう」ということを入れて頂かないとバラン

スがとれないので、こちら側で一方的に入れることは、今のところ出来にくい。事

実上、行政と行政の間で、協調体制を是非、つくって頂きたいというのが、今の思

いである。 
・ 四つ目の論点として、多くのグループから、このような参画と協働を進めるために

は、リーダーであるとか、コーディネーターのような人材が必要ではないかという

ご意見を頂いた。私たちも、参画や協働について考え、またそれぞれの市民団体や

地域団体の活動が、より活発に進んでいくためには、こうしたリーダーの活躍は必

要であり、いろんな協働を組み立ててコーディネートする人材というのは、とても

大切だという議論もしてきた。ただ、市民の義務として、“積極的に活動してくだ

さい”ということまでは書くことはできたが、その市民に、コーディネーターにな

れとか、ファシリテーターになれとか、リーダーになれというところまでは、残念

ながら十分な議論ができず、また、そこまで言うのは言い過ぎかという思いもあり、

今回の条例案のような形にとどめさせて頂いた。ただ、そのような人材育成という

ことについては、大変重要だと考えているので、今後の市として策定される、推進

計画の中で、そのような人材育成について、改めて議論が出てくるのではないかと

思っている。逆に、このような市民の主体性を尊重した形で書いてしまったので、

市民が主役という本来のところが見えにくくなったかも知れないと、今、反省をし

ているところである。しかし、この条例を見て頂ければ、何と言っても、市民が主

役の奈良市であり、主権者としての市民が、まずは主張し、行動し、そして、連携、

協力し、協働をして頂かなければ、いい奈良市はできないというのが、一貫した主

張であるということをお認め頂けると思っている。 
・ 次に、個別の論点の一つ目で、基金と補助金についても、ご意見を頂いた。補助金

問題をどうしていくかというのは、全国各市町村、都道府県含めて、非常に大変な

問題である。もう一方では、行財政改革が必要であるということで、このような補

助金改革に取り組んでおられる先進的な事例もある。奈良市がどうされるか、私が

言えることではないが、おそらく、この基金が運用されることになれば、当然、従

来型の団体補助といったものは、かなり整理されていかざるを得ないだろうと思っ

ている。より透明性、公開性、そして、公共性の高い基金の提供の仕方、それがこ

の基金を通じて実現するのではないかと思っている。また、このような基金の運用

というのは、その基金の配分の仕方にしても、一連のプロセスにしても、誰が受給

するのかというようなことについて、基本的には、オープンなプロセスの中で明確

な基準に基づいて客観的に基金の分配が決まっていく。そして、それぞれの受給者
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には基金を受給したことに伴う説明責任が発生するというのが、通常の考え方であ

る。私どももそういう基金になるように、議論を行ってきたところである。 
・ ただ、この基金の、元の原資をどのようにして集めるのか、これについては、かな

り厳しいものがある。ご指摘にもあったが、寄附の文化というものが、この国には

ない。無理やり集められるのが寄附だと思っておられる方も多いのではないかと思

うが、そのような強制的に集められるものではなく、本当の寄附の文化を作ってい

く、第一歩にしたいと思っている。ほんの小さな額でも、そのようなお金が入って

くることで、少しずつ、市民の活動を市民が支えていくし、地域の活動を地域の皆

さん方がご自身で支えていくような、自分たちのまちは、自分たちで支えるという

気持ちになれるような基金というものを作っていきたいと考えている。ただ、この

基金を今後、どのような形で具体化していくかについては、条例ができたので、そ

れで終わりではなく、その運用も含めて、市民の方々の参加や、この基金に対する

さまざまな関与も重要だと思っている。そして、そういう市民の方々の関心も育て

ていかなければならないと考えているので、今後、しっかりと関心を持って頂きた

いと思っている。 
・ 個別の論点の二つ目として、今回の条例制定と併せて、いろんな市民参加のこれま

でのやり方との関係でいくつかご意見を頂いた。どうしても、パブリックコメント

のようなやり方になると、事後的になってしまうし、住民説明も、ある程度形が決

まってからでないと行政は行わない。しかし、行政側にも言い分があって、自分た

ちで一定の方針を決めていないのに説明はできないというのが、行政側のいつもの

説明の仕方である。これについては、責任を持って説明できないという部分ではそ

の通りであるが、しかし、同時に説明をどの段階でどうするかという議論と、内容

に責任が持てる形になってから公表するということには、かなり違いがある。要す

るに、案の段階であっても、これはまだ検討中で、この先どうなるかわからないと

いうことを踏まえた上で、市民の方々に説明をするということも当然出来るし、現

実にそのようにされている所も、たくさんある。ある意味では、どういう責任をど

の段階で考えているのか、その部分の食い違いを、私たちは、できるだけ無くして

いきたいということで、早い段階からの参加というものを強調してきたつもりであ

り、意思形成過程での情報を市民の方々に提供し、そして、市民参画を進めていっ

て頂きたいということを明らかにしたつもりである。もちろん、いろんな規定の仕

方があるので、これで十分かどうかは、今後検討させて頂きたいと思う。 
・ 個別の論点の三つ目として、職員の意識の向上などについては、非常に簡単に書い

てしまっているが、この辺は、いろいろ工夫の仕方はあると思う。また、行政とし

ての文化や風土、組織のあり方など、その中でも参画と協働をもっとしっかり埋め
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込むような規定の仕方も、工夫する余地はあろうかと思うが、まずは、ともかく、

市民の方々に参画の権利を保障し、そして、それに対応する行政としての取り組み

をしていくという基本のところを、まずは押えたという形になっているので、ご理

解を頂きたいと思う。 
・ 最後に、定義についても、ご意見を頂いたが、まず、地域団体やＮＰＯなど、いろ

いろな団体をまとめて、私どもは、「市民公益活動団体」という言い方をしている。

広い意味でのＮＰＯに全部含まれるのではないかというご意見もあろうかと思う。

また、事業者という言い方もしている。主に念頭に置いているのは、営利企業であ

るが、事業者と言えば、実は行政も事業者であり、学校も事業者である。従って、

ここは完全に重なるものを個別に定義しているが、この両方を置くことで、いろん

な団体を、できるだけ幅広い条例の担い手、主体として考えていきたいという趣旨

であるとご理解頂きたいと思う。よって、社会福祉法人も、非営利の民間組織にな

るので、広い意味でのＮＰＯである。しかし、同時に実際にデイケアや保育などの

事業を行っておられるので、事業所になってしまう。このような構造になっている

ということをご理解頂きたいと思う。いずれにしても、これからは、何にしても、

参画と協働の担い手であって、市民の皆さん方や行政との連携を通じて、地域づく

り、そして、奈良市のまちづくりに貢献していくという責務を共通して負っている。

それは、この地域に住まう、法人であっても、社会的に生活をしている市民として

の役割、企業市民という言い方もあるが、そういう役割を私たちは、基本として考

えている。 
・ いろいろ頂いたご意見は、必ずしも、すべてにきちんとご説明できたわけではない

が、今後、この条例の制定に向けて、今日のご意見を踏まえさせて頂きたいと思っ

ている。検討委員会としては、４月ぐらいにはなんとかまとめて市長にご提言でき

ればと思っているが、今日のご意見も参考にさせて頂き、またこれを機会に、ご意

見を事務局のほうに寄せて頂ければありがたいと思う。しかし、今日、皆さん方が

おっしゃったことがすべて条例に反映されて、出来上がるとは思わないで頂きたい。

そんなことを約束できるような条例ではないということは、予め、お断りをしてお

きたいと思う。 
・ 今日お出し頂いたご意見は、条例の本質に関わる部分もあるが、むしろ今後の、参

画協働の推進計画や、基金のあり方、それらを通じて行政運営に関わる問題につい

て、たくさん頂いたように思う。これについては、私どもが最後のご報告を市長に

させて頂く段階で、何某かの報告書を別途作成しなくてはいけないと思っていたの

で、こちらのほうで、むしろ大いに参考にさせて頂きたいと思う。 
・ また、この条例の検討と同時に、すでに、ＮＰＯ支援センター的なものの構想も進
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んでおり、そちらの構想の検討についても、私自身が関わっているのと、この検討

委員会のメンバーも半分ぐらいの方々が、そちらの会議のメンバーとなって検討を

進めていくことになっている。その会議では、今後、新しいセンターのあり方につ

いて検討し、この秋ぐらいまでには、その内容を確定していきたいと思っている。

但し、このセンターのあり方については、この条例検討委員会で考えてきた精神を、

具体的に拠点として活かしていくような、そういうところをベースに考えていくの

が当然だと考えている。だからこそ、奈良市におかれては、この検討委員会のメン

バーを半分移行される形で、会議のメンバーに加えられたのではないかと思ってい

る。 
・ このように、実行場面でどんどん、この条例を活かしていくような、そういう努力

を、私たちもいろんな場面でこれから進めていきたいと思っているので、この点で

も、多くの市民の皆さん方に応援の声を頂きながら、この条例の案をさらに良くし、

そしてこの条例に基づく、参画や協働が進むということを少しでも実現していきた

いと思っている。 
 
【 質疑応答 】（以下、◆ は参加者、⇒ は委員長） 
◆ 隣近所とのコミュニケーションが取れない。どうすればいいか。 
⇒ 世界中で、実は、地域の結びつきが大事だということを考える時代になってきた。

ソーシャルキャピタルという言い方をしている。人と人とが付き合いをし、いろん

なネットワークができて、それが実は我々の社会を支えていて、地域社会として有

効に機能している、別の言い方をすると、コミュニティというような言い方もある

かも知れない。そういうところへの注目が高まってきている。逆に、こういうもの

をどのようにして作っていくのか。日本では、それを伝統的に地域の地縁、町内会、

自治会という形でこれまでは、半分、義務的に作ってきたところがあった。しかし、

それは同時に大変、煩わしくて嫌なものだという方もたくさんおられ、その運営自

体もとても硬直していて、中には非常に権力的、保守的な人もおられる。少なくと

もそのような地域では、人のつながりの力を活かすこともできないし、人と人のつ

ながりも出来てこないということが言える。改めて、私たちは、地域の中での人と

の結びつきというものを作りなおす、つむぎなおすということを少しずつであるが、

しなければならない時代に入ってきていると思う。 
  今日、ここにおいでの方々の中にも、共通の課題や共通の認識を持って、グループ

を形成して活動しておられる、いわゆるＮＰＯの方々がたくさんいらっしゃる。そ

れぞれの志を縁にして団体を作り、社会的な問題を解決していこうとされる、たく

さんの方々が出始めている。もしろ、大切なのは、そのような思いをもった人たち
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が出会える場や、そういう思いを少しでも実現できるような広いネットワークとい

うようなものを、世の中全体としてつくっていけるかどうかということだろうと思

う。 
  今回の提案の中でも、このような市民と市民との結びつきを強める場や、それを学

ぶような学習の場づくりというようなことを、この条例の中でも提案させて頂いて

いる。そして、そのための施設についても、提案をしている。 
  ただ、私たちは、そういう仕組みとしての大きな枠の提案まではできるが、そこか

ら先、その中にどのような新しいネットワークや、つながりを作っていくかは、実

際に、そこで活動される市民の皆さん方や、行政の努力にかかっているということ

である。もちろん、この中には、このような市民のいろんな触れあいを作っていこ

うということを考えておられる、いわゆる中間支援のＮＰＯの方々がたくさんおら

れる。そうした方々の努力に、ただいまご質問頂いたような、本当の意味での新し

い人と人のつながりを地域の中に作っていく、そういう分野でのご活躍を期待する

ということで、とりあえず、収めさせて頂きたいと思う。 
 
【 中川副委員長 】 
・ 今日は、建設的なご意見をたくさん頂き、とても喜んでいる。 
・ 最初に、自治基本条例ではないと、委員長が説明されたが、裏を返していうと、参

画協働のまちづくり条例は、将来、自治基本条例が出来上がるとするならば、その

心臓部分であり、命に当たる部分を今、策定しているとご理解頂けるといいと思う。

あと、足りないのは、議会の役割と住民投票ぐらいである。また、奈良市は中核市

なので、包括外部監査を義務付けられているが、それ以上に市民に広げるという意

味で、市民参加型の外部監査システムや、市民参加による行政評価システム・政策

評価システムの導入、市民オンブズパーソン制度、それに、地域自治協議会のよう

なものを条例の中で担保し、公共的団体としてレベルアップし民主的に運営してく

ださいとか、そのようなものを次々とつくることが可能である。 
・ しかし、いきなり作るのではなく、「参画と協働」ということが重要で、役所に対

する市民の参画と協働も、地域社会や市民社会に対する役所の参画と協働も、相互

乗り入れすることで、お互いの信頼関係をもっともっとつないでいくこと、市民同

士もつないでいくこと、それがこの条例の精神であるということを分かって頂けれ

ば、同時に、自治基本条例の心臓部分であるということもわかって頂けるのではな

いかと思っている。 
 
８ 閉会 


